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序     文

独立行政法人国際協力機構（JICA）は、ブータン王国に対する「感染症対策」医療特別機材

供与事業にかかる機材計画調査を行うことを決定し、平成18年１月14日から１月24日まで調査

団を派遣しました。 

同調査団はブータン王国政府関係者およびUNICEF現地事務所関係者と協議を行うとともに、

機材供与対象施設などの現地調査を実施し、効果測定・評価および機材調達計画の観点から調

査結果を本報告書に取りまとめました。 

この報告書が、ブータン王国における「感染症対策」医療特別機材供与事業の効果的な実施

に寄与することを切に願うものです。 

最後に、本調査にご協力をいただいた内外関係者の方々に深い謝意を表するとともに。引き

続き一層のご支援をお願いする次第です。 

 

平成18年３月 

独立行政法人国際協力機構  
人間開発部

部長 末森 満 



現 地 写 真

写真１
基礎保健施設にあるワクチンキャリアで、これにワ
クチンを保管し、基礎保健施設の職員が管轄地域に
出向き予防接種サービスを提供する。

写真３
基礎保健施設で使用されていたセーフティ・ボック
スで、 注射器が廃棄されている。

写真５
ゲレフ地域倉庫の保冷車で、地域倉庫担当者によれ
ば、わが国からの供与車輌ということになっている。

写真２
基礎保健施設で使用されている 注射器で、右は
用、左は 以外用である。

写真４
ゲネカ基礎保健施設では、施設内の空き地に穴を掘
り、使用済み注射器・注射針などの医療廃棄物を埋
めて処理していた。

写真６
1994年から使用し、老朽化のため現在は使用不能と
なっている資機材運搬用車輌で、代替車輌の要請が
2007年度にあがっている。



写真７
「ブ」国保健省１階にある公用車輌駐車場で、すべ
てトヨタ社製であった。

写真９
中央倉庫で使用されている 型の電気冷蔵庫
で、右下方に ステッカーが貼付されている。2004
年、2005年に交換部品を供与した。

写真11 
停電に備えて中央倉庫に設置してある、自動切替の
発電機である。

写真８
1995年にわが国が供与した中央倉庫のワクチン用冷
蔵室で、扉右上方に ステッカーが貼付してある。

写真10 
ダンフ県病院で使用されている灯油電気両用型冷蔵
庫で、 の文字が油性マーカーで手書きされてい
た。

写真12
メンダガン基礎保健施設にある灯油電気両用型冷蔵
庫の裏側で、この地域は電化されていないため灯油
で冷蔵庫を稼動している。



写真13
ゲネカ基礎保健施設では、灯油電気両用型冷蔵庫を
電気で稼動していたが、停電時、灯油に切替ができ
るように部品・消耗品を常備している。

写真15 
「ブ」国保健省／医薬品・ワクチン・機材課が管理
する倉庫では、冷蔵庫用の交換部品等が棚に整頓さ
れ保管されている。

 

写真17
わが国が供与した資機材の出納は、このように手書
きの台帳で管理されている。

写真14 
「ブ」国保健省／医薬品・ワクチン・機材課倉庫に、
わが国が供与した電気冷蔵庫が保管されている。こ
れらは同型冷蔵庫が故障した時の交換用である。

写真16 
わが国が1999年に供与した冷媒ガスのボンベである。

写真18 
わが国が2005年に供与したものと同じインド製の電
圧安定器であり、「ブ」国保健省の保健医療施設で多
用されている。



略語一覧表

略語 英 語 日本語 
BCG Bacille de Calmette et Guerin 結核予防ワクチンカルメッ

ト・ゲラン菌の略
CIP Carriage and Insurance Paid 輸送費・保険料込条件

DANIDA Danish International Development Assistance デンマーク国際開発援助

DPT Diphteria, Pertussis and Tetanus ジフテリア、百日咳、破傷風

DT Diphteria and Tetanus ジフテリア、破傷風

DVE Drugs, Vaccine and Equipment 医薬品、ワクチン、機材

EPI Expanded Program on Immunizsation 予防接種拡大計画
GAVI The Global Alliance for Vaccines and Immunization ワクチンと予防接種のための

世界同盟
GNI Gross National Income 国民総所得

HTF Health Trust Fund 保健信託基金

JICA Japan International Cooperation Agency 国際協力機構

ODA Official Development Assistance 政府開発援助
SEARO South-East Asian Region of WHO 世界保健機構南東アジア地域

事務所
UNFPA United Nations Population Fund 国連人口基金

UNICEF United Nations Children's Fund 国連児童基金
VPDP Vaccine Prevetable Diseases Program ワクチンで予防可能な疾患計

画
WHO World Health Organization 世界保健機関

通貨換算率

１BTN＝USD 0.02267＝JPY 2.66184（2006年３月）
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第１章 調査概要

１－１ 調査目的

(1) ブータン王国（以下「ブ」国と略す）における本事業について、国内における既存の資

料調査、現地調査、帰国後の国内分析により、相手国政府、関連国際機関およびJICAの案
件実施体制を評価し、案件の妥当性・有効性・効率性を確認する。 

(2) 「ブ」国からの要請について、機材調達・通関・運輸等の体制を調査し、適正な仕様・

数量を確認して事業費の積算を行う等の、計画策定確認支援を行う。 

１－２ 調査団構成

氏 名      担当分野           所 属

谷垣 佳奈子   効果測定・評価   財団法人日本国際協力システム業務部

小林 恵子    機材調達計画          同 上

１－３ 調査日程

日順 月 日 行程／調査内容 宿泊地
１ １月14日（土） 10:45 成田発 → 15：45 バンコク着（TG641） バンコク
２ １月15日（日） 06:50 バンコク発 → 10:10 パロ（ブータン）着（KB125） ティンプー
３ １月16日（月） 09:00 JICA事務所表敬 

14:00 WHO協議 
15:00 保健省／公衆衛生局長表敬 
16:00 保健省／予防接種拡大計画担当者協議 

ティンプー

４ １月17日（火） 10:00 UNICEF表敬・協議 
11:30 保健省／保健信託基金協議 
14:00 保健省／医薬品・ワクチン・機材課協議 
 予防接種拡大計画中央倉庫視察 
16:00 JICA事務所関係者打合せ 

ティンプー

５ １月18日（水） 08:00 現地調査：ティンプー県ゲネカ基礎保健施設 ティンプー
６ １月19日（木） 09:00 移動：ティンプー → チラン 

 現地調査：ダンフ県病院 
チラン

７ １月20日（金） 09:00 現地調査：チラン県メンダガン基礎保健施設 
 移動：チラン → ゲレフ 
13:00 現地調査：サルパン県ゲレフ州倉庫 

ゲレフ

８ １月21日（土） 08:00 移動：ゲレフ → ティンプー ティンプー
９ １月22日（日） 資料整理 ティンプー
10 １月23日（月） 09:30 UNICEF協議 

10:30 保健省／予防接種拡大計画担当者協議 
 保健省／医薬品・ワクチン・機材課合同協議 
14:00 保健省／医薬品・ワクチン・機材課協議 
15:30 保健省／公衆衛生局長調査報告 
17:00 JICA事務所調査報告 

ティンプー

11 1月24日（火） 11:15 パロ発  16:00 バンコク着（KB124） バンコク
※JICAブータン事務所の首藤企画調査員は、１月16日から23日の調査に同行した。
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１－４ 調査対象案件の概要

(1) 年次：2006年度 

 

(2) 要請書：2005年９月提出 

 

(3) 2006年度要請内容： 

予防接種拡大計画用ワクチン（６疾患用）、灯油電気両用型冷蔵庫、電気冷蔵庫、AD
注射器、セーフティ・ボックス、冷蔵庫用交換部品

(4) 供与計画提出状況：2003年５月提出 

“UNICEF-Japan Government Multi-Bi Lateral Cooperation for Support to EPI 2003-2007”
（以下JICA-UNICEF５ヵ年計画書2003-2007）

(5) 機材供与計画策定時の留意点 

１）2005年に「ブ」国で国勢調査が行われているため、調査結果を基に今回要請された各

ワクチンの数量について確認作業を行う。

２）「ブ」国では2003～2004年にかけて風疹の流行があり、これを反映したためか2006

年度の要請に麻疹・風疹二種混合ワクチンが入っている。本ワクチンは「ブ」国で初め

て導入されるものであるため、導入決定の背景と変更後の計画内容を確認する。

３）「ブ」国における予防接種拡大計画の接種率は1990年代から2004年まで80～90％台を

維持しており、実施体制は概ね良好といえる。「ブ」国は、ワクチンの自国調達を目指

して、1997年に「保健信託基金」を開始したが、2006年現在ワクチンの自国調達率は０％

（100％ドナー依存）となっている。本基金による今後のワクチン調達計画を確認し、

未充足分のワクチンの供与計画を行う。

４）「ブ」国内の約60％の村は未電化であり、保健医療施設ではワクチンを保管するため

灯油電気両用型冷蔵庫が多用している。1999～2005年にかけて、これら冷蔵庫の稼動に

不可欠なバーナー芯などの交換部品を供与している。これらは交換部品というよりむし

ろ消耗品に近いものであり、同じく上記基金による調達計画の可能性を勘案し、保冷流

通関連機材の供与計画について確認する。

５）2007年度に要請機材として汎用性の高い車輌の要請があがっている。その必要性、管

理体制とあわせ銘柄指定の必要性について確認する。

６）2003年度案件において、コルカタ（旧カルカッタ）で機材がとめられ、「ブ」国への

供与の遅れと予定外の「手数料」と「輸送費」が発生したが、UNICEFより積算書類が
接到し、2006年１月に解決した。この件に関し、通関・輸送状況について確認した上で、

本事例が「ブ」国側あるいはUNICEF側に起因していたのであれば改善策を提言する。
７）予防接種体制確立に関し、ワクチンや保冷流通機材の自国調達率や接種率の情報に加

え、適切な資機材（非フロン機材）の使用や運営状況（AD注射器およびセーフティ・ボ
ックスの使用、医療廃棄物処理）について確認を行う。
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１－５ 供与実績

表１－１ 過去の機材供与実績

実施年度 案件名
予算額 
(千円) 

主な供与機材 調達方法

1995 感染症対策特別機材
（ポリオ根絶）

40,000 全国一斉投与用経口ポリオワクチン、
保冷車２台、ピックアップトラック４
台、冷蔵室、冷蔵庫、アイスライン式
冷蔵庫、コールドボックス10個他

UNICEF

感染症対策特別機材
（ポリオ根絶）

3,400 全国一斉投与用経口ポリオワクチン1996 

感染症対策特別機材
（予防接種拡大計画）

13,000 BCGワクチン、DPT三種混合ワクチン
経口ポリオワクチン、麻疹ワクチン、
破傷風トキソイド、DT二種混合ワクチ
ン電圧安定器98台 他

UNICEF

感染症対策特別機材
（ポリオ根絶）

2,100 全国一斉投与用経口ポリオワクチン1997 

感染症対策特別機材
（予防接種拡大計画）

18,300 BCGワクチン、DPT三種混合ワクチン
経口ポリオワクチン、麻疹ワクチン、
破傷風トキソイド、DT二種混合ワクチ
ン、冷蔵庫10台、小型冷蔵庫５台、冷
蔵庫用交換部品 他

UNICEF

1998 感染症対策特別機材
（予防接種拡大計画）

13,000 BCGワクチン、DPT三種混合ワクチン
経口ポリオワクチン、麻疹ワクチン、
破傷風トキソイド、冷蔵庫計15台、冷
蔵庫用交換部品、コールドボックス５
個、温度計300本 他

UNICF

1999 感染症対策特別機材
（予防接種拡大計画）

11,742 BCGワクチン 168,000ドース
DPT三種混合ワクチン 120,000ドース
経口ポリオワクチン（10ドース）

150,000ドース
麻疹ワクチン 84,000ドース
破傷風トキソイド 190,000ドース
タイマー 25個 
温度計 300個 
蒸気滅菌器（一段棚） 10個 
蒸気滅菌器（二段棚） 10個 
灯油焜炉 10台
冷蔵庫（E3/85-M） 10台
アイスライン式冷蔵庫 ５台
コールドボックス ５個
【E3/85-M用交換部品】
バーナー 20個 
バーナー芯 200本 
ガラス製炎管 200個 
冷媒ガス（R134A） ４個
冷媒ガス（R22） ７個
電気加熱器 150個

UNICEF

2000 感染症対策特別機材（ポ
リオ根絶）

1,437 経口ポリオワクチン（20ドース）
160,000ドース

UNICEF
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実施年度 案件名
予算額 
(千円) 

主な供与機材 調達方法

2000 感染症対策特別機材
（予防接種拡大計画）

17,214 BCGワクチン 90,000ドース
DPT三種混合ワクチン 125,000ドース
経口ポリオワクチン（10ドース）

155,000ドース
麻疹ワクチン 90,000ドース
破傷風トキソイド 201,000ドース
DT二種混合ワクチン 20,000ドース
タイマー 100個
蒸気滅菌器（一段棚） 40個
蒸気滅菌器（二段棚） 20個
灯油焜炉 60台
冷蔵庫（灯油電気両用／型番不明）

40台
電気加熱器 200個
アイスライン式冷蔵庫 10台
コールドボックス 150個

UNICEF

感染症対策特別機材（ポ
リオ根絶）

2,078 経口ポリオワクチン 200,000ドース UNICEF2001 

感染症対策特別機材
（予防接種拡大計画）

142,59 BCGワクチン 180,000ドース
DPT三種混合ワクチン 128,000ドース
経口ポリオワクチン（20ドース）

158,000ドース
麻疹ワクチン 90,000ドース
破傷風トキソイド 220,000ドース
DT二種混合ワクチン 20,000ドース
タイマー 100個
灯油焜炉 50台
蒸気滅菌器（一段棚） 40台
蒸気滅菌器（二段棚） 10台
冷蔵庫（E3/85M） 20台
コールドボックス 15個
ワクチンキャリア 200個
アイスパック 2,500個
【E3/82-M用交換部品】
圧縮器 10個
【E3/85-M用交換部品】
火力調節器 25個
バーナー 30個 
バーナー台 50個 
バーナー芯 300本 
バーナー芯キャリア 50個 
バーナー芯台 200個 
バーナー芯キャリア台 25個 
グラス台 50個 
電気加熱器 10個 他

UNICEF
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実施年度 案件名
予算額 
(千円) 

主な供与機材 調達方法

2002 感染症対策特別機材
（予防接種拡大計画）

23,299 BCGワクチン 200,000ドース
DPT三種混合ワクチン100,000ドース
経口ポリオワクチン（10ドース）

175,000ドース
経口ポリオワクチン（20ドース）

160,000ドース
麻疹ワクチン 100,000ドース
破傷風トキソイド 60,000ドース
冷蔵庫（E3/87M） ５台
コールドボックス 15個
AD注射器（0.5ml） 77,600本
セーフティボックス 32,000個
【E3/85-M用交換部品】
電気加熱器 150個
バーナーセット 150個 
バーナー芯 500本 
ガラス製ランプ 200個 
炎管バッフル 50個 
炎管ブラシ 50個 
温度自動調節器 20個
【冷蔵庫V240KE用交換部品】
バーナーセット 100個 
バーナー芯 1,500個 
ガラス製炎管 150個 
炎管ブラシ 50個

UNICEF

2003 感染症対策特別機材
（予防接種拡大計画）

12,939 BCGワクチン 200,000ドース 
経口ポリオワクチン 90,000ドース 
麻疹ワクチン 100,000ドース 
破傷風トキソイド 100,000ドース
冷蔵庫（E3/87-M） ５台
コールドボックス 15個 
ワクチンキャリアー 30個 
ワクチン用温度計 300個
【E3/82-M用交換部品】
濾過器/乾燥器 40個
【E3/85-M用交換部品】
バーナーセット 350個 
バーナー芯 500個 
ガラス製ランプ 200個 
炎管バッフル 50個 
炎管ブラシ 50個 
ランプグラスインサート 150個 
温度自動調節器 10個 
電気加熱器 150個
【冷蔵庫V240KE用交換部品】
バーナーセット 200個 
バーナー芯 1,000個 
ガラス製炎管 150個 
炎管バッフル 50個 
炎管ブラシ 50個 
電気加熱器 150個 他

UNICEF
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実施年度 案件名
予算額 
(千円) 

主な供与機材 調達方法

2004 感染症対策特別機材
（予防接種拡大計画）

10,194 BCGワクチン 160,000ドース 
経口ポリオワクチン 100,000ドース 
麻疹ワクチン 80,000ドース 
破傷風トキソイド 60,000ドース
冷蔵庫（E3/87-M） ８台
【冷蔵庫E3/82-M用交換部品】
濾過器 10個 
始動装置（補助動力） 10個 
始動装置（制御器） 10個
【E3/85-M用交換部品】
バーナーセット 25個 
バーナー芯  200個 
ガラス製ランプ 100個 
ランプグラスインサート 25個 
温度自動調節器 10個 
電気加熱器 50個
【冷蔵庫TCW1151用交換部品】
羽付原動機 10個
【冷蔵庫V240KE用交換部品】
バーナーセット 20個 
バーナー芯 500本 
ガラス製炎管 100個 
電気加熱器 50個

UNICEF

2005 感染症対策特別機材
（予防接種拡大計画）

14,004 BCGワクチン 120,000ドース 
経口ポリオワクチン 90,000ドース 
麻疹ワクチン 60,000ドース 
破傷風トキソイド 50,000ドース
DT二種混合ワクチン 70,000ドース
冷凍冷蔵庫（E3/85-M） ６台
冷凍冷蔵庫（E3/87-M） ６台
BCG用AD注射器 100,000本
溶解用注射器（２ml） 150,000本
溶解用注射器（５ml） 150,000本
【冷蔵庫E3/57-M用交換部品】
始動装置 10個 
【冷蔵庫ゼロモデルNo.GR-245】
電気加熱器 100個
【冷蔵庫E3/82-M用交換部品】
始動装置（補助動力） 10個 
始動装置（制御器） 10個 
温度自動調節器 10個 
送風原動機 10個 
【E3/85-M用交換部品】
バーナー芯 100本 
電気加熱器 100個
バーナーセット 50個 
【E3/87-M用交換部品】
バーナー芯 100本 
ガラス製ランプ 90個 
バーナーセット 90個

UNICEF
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実施年度 案件名
予算額 
(千円) 

主な供与機材 調達方法

 電気加熱器 70個 
ランプグラスインサート 50個 
温度自動調節器 20個 
【冷蔵庫TCW1151用交換部品】
始動装置（補助動力） 10個 
始動装置（制御器） 10個 
温度自動調節器 ９個 
送風原動機 ８個 
【冷蔵庫V240KE用交換部品】
バーナー芯 100本 
電気加熱器 50個 
バーナーセット 18個

 

225 電圧安定器 35台 現地調達
出典：JICAの情報･資料を基に調査団が作成
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第２章 対象国の保健医療政策と体制

２－１ 保健分野国家計画と保健医療状況

２－１－１ 国家開発計画

「ブ」国政府は、1962年から近代化を５ヵ年の実施計画として継続的に実施しており、現

在第９次５ヵ年計画（2002-2007年）を実施中である（「ブ」国の年度は７月から開始する

ため、西暦年をまたいだ５ヵ年計画となっている）。この枠組みのもとで実施されている「ブ」

国保健省の５ヵ年計画2002-2007は、“Vision2020（以下ビジョン2020）”という長期戦略
ペーパーを基に作成されている。

「ビジョン2020」の保健分野では、「予防接種率の改善」と「保健信託基金（HTF）の導
入」をあげており、これを基にした「ブ」国保健省５ヵ年計画達成目標は以下のとおりであ

る。

(1) 予防接種率の改善：子どもの完全予防接種90％以上の達成 

 

(2) 保健サービス費用の自立と持続可能性 

２－１－２ 保健医療政策と現状

(1) 保健概況 

「ブ」国保健省は、1979年に予防接種拡大計画を開始し、ワクチンで予防可能な疾患

による乳児（１才未満児）死亡率、乳幼児（５才未満児）死亡率の減少に取り組んでき

た。乳幼児死亡率の減少はミレニアム開発目標の一つであり（2015年までに３分の２に

減少させる）、「ブ」国保健省第９次５ヵ年計画では、2000年時点の乳児死亡率出生1,000

対60.5、乳幼児死亡率1,000対84を、2007年までにそれぞれ30、50まで下げたいとして

いる。保健衛生指標を「ブ」国周辺国と比較してみると、「ブ」国の乳児死亡率、乳幼

児死亡率は一人当たりの国民総所得（GNI）が同国の約３分の１であるネパール、ミャ
ンマーと比べ大きな格差はみられないが（表２－１）、「ブ」国における1984年の乳児

死亡率は103、乳幼児死亡率は215であったのに対し、約20年間でそれぞれ70、85に低下

している。 

表２－１ 保健衛生指標の周辺国との比較

指 標 ブータン ネパール 
バングラ 
ディシュ インド ミャンマー 南アジア 

総人口(1,000人) 753 25,164 146,736 1,065,462 49,485 1,436,478 
乳児死亡率（出生1,000対） 70 61 46 63 76 67 
乳幼児死亡率（出生1,000対） 85 82 69 87 107 92 
妊産婦死亡率（出生10万対） 420 740 380 540 360 560 
合計特殊出生率 5.0 4.2 3.4 3.0 2.8 3.3 
出生時平均余命（年） 63 60 62 64 57 63 
人口増加率（％） 2.2 2.3 2.3 1.8 1.5 1.9 
一人当たりのGNI（米ドル） 660 240 400 530 220 511 
出典：保健省の情報･資料、UNICEF『世界子供白書2005』を基に調査団が作成
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「ブ」国では、2005年に国勢調査が行われ、同年12月末に調査結果が公表される予定

であったが、2006年３月現在まだ行われていない。そのため、「ブ」国統計局、「ブ」

国保健省ならびにWHO/UNICEFなどが公式に出している数値（推定値）を参考にするこ
とになるが、全人口約75万人のうち、予防接種拡大計画の対象者である2006年の乳児人

口は18,000人（破傷風トキソイド以外のワクチン接種対象者）、15～49才の妊娠可能年

齢女性人口（破傷風トキソイド接種対象者）は、20,000人と推定されている。

(2) 予防接種 

2006年までの予防接種の計画表は表２－２のとおりである。2007年以降は後述のよう

に、WHO東南アジア地域事務所（SEARO）の勧告を受けて、単独で接種していた麻疹
ワクチンから麻疹・風疹二種混合ワクチンへの切り替えなどが計画されている。予防接

種拡大計画開始後の1980年代中頃は40～50％と低い接種率だったものの、1990年代以降

2005年まで平均80～90％の接種率を維持し、同計画の実施状況は概ね良好といえる（図

２－１）。 

表２－２ 予防接種計画表（2006年まで） 

予防接種の種類 接種時期 
BCG 出生時 
ジフテリア・百日咳・破傷風 
Ｂ型肝炎四種混合ワクチン1 

生後６週、10週、14週 

経口ポリオ 生後６週、10週、14週、24ヵ月 
麻 疹 生後９ヵ月 

破傷風トキソイド 

妊婦対象：１回目 初回接種 
２回目 初回から１ヵ月後 
３回目 ２回目接種から６ヵ月後 
４回目 ３回目接種から１年後 
５回目 ４回目接種から１年後 

ジフテリア・破傷風二種混合ワクチン 24ヵ月
出典：保健省の情報･資料を基に調査団が作成

出典：保健省、UNICEFの情報･資料を基に調査団が作成

図２－１ ワクチン別接種率の年次推移
                                                       
1 予防接種拡大計画が開始された1979年から2002年までは、ジフテリア・百日咳・破傷風三種混合ワクチンであった。
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「ブ」国保健省は、定期予防接種である上記予防接種拡大計画のほか、「ポリオ根絶」

と「麻疹予防対策」を目的として、1995年～2002年の間、以下の補足的全国一斉予防接

種活動を実施した（表２－３）。

表２－３ 補足的全国一斉予防接種活動（1995-2002年）

実施年 ワクチン名 実施地域 

1995 
ポリオ・麻疹 
破傷風トキソイド 

全国 

1996 ポリオ 
インドと国境を接する６県と
残り14県内の高危険地域 

1997 ポリオ 同上 
1998 ポリオ 同上 
1999 ポリオ 同上 
2000 ポリオ・麻疹 全国 

2001 ポリオ 
インドと国境を接する６県と
残り14県内の高危険地域 

2002 ポリオ 同上 
出典：保健省の情報･資料を基に調査団が作成

(3) 麻疹・風疹対策 

「ブ」国では、2006年の２～３月にかけて、麻疹・風疹二種混合ワクチン全国一斉接
種活動が予定されている。「ブ」国では、麻疹と風疹の突発的な流行がみられ（表２－

４）、2000年と2001年の風疹の発生件数はそれぞれ1,967件、5,333件に上っている。

表２－４ ワクチンで予防可能な疾患の症例報告数の推移（1980-2004年）
単位：件

※網掛け部分は予防接種が実施されていないワクチンの疾患名、点状網掛け部分は突発的流行があった部分
出典：UNICEFの情報･資料を基に調査団が作成

風疹が問題となっているのは、妊婦が妊娠初期（妊娠１週～12週）に風疹ウイルスに

感染すると、胎盤を経由して胎児にも感染し、新生児に先天異常（先天性風疹症候群）

をもたらす危険があるためである。先天性風疹症候群の三徴は「難聴・白内障・動脈管

開存症」であるが、その他さまざまの知的・身体的な先天異常をもたらす。「ブ」国保

健省は、同じく突発的流行をもたらす麻疹と併せ、麻疹・風疹二種混合ワクチンの全国

一斉予防接種活動を展開することとした。本接種活動の対象者は、生後９ヵ月から14才

までの全ての子どもと、15～44才のすべての妊娠可能年齢女性である。 

 

ワクチンで予防可能な疾患 1980 1990 2000 2001 2002 2003 2004
結核 36
ジフテリア 5 0 1 1 0 0 0
百日咳 0 1 0 0 0 0 0
新生児破傷風 0 1 0 0 0 0 0
B型肝炎 226
ポリオ 6 0 0 0 0 0 0
麻疹 1,642 173 418 756 27 0 3
風疹 0 0 1,967 5,333 0 0 0
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UNICEFが麻疹・風疹二種混合ワクチン全国一斉予防接種活動の広範囲な支援（ワク
チンの供与、各種講習・研修の実施、テレビ・ラジオによる広報など）を行っており、

2006年度は523,000USドル、2007年度は81,000USドルを計上している。この2007年度
計上額に麻疹・風疹二種混合ワクチンの購入代金は含まれておらず、「ブ」国保健省は、

2007年以降に必要となる同ワクチンをわが国に要請している。「ブ」国保健省は、2006

年度の本全国一斉予防接種活動後は、この二種混合ワクチンをこれまで実施してきた定

期予防接種に組み込んでいく予定である。

「ブ」国保健省は同省５ヵ年計画2002-2007の他、予防接種拡大計画2002-2006を策

定し、達成するべき以下の６つの目標を掲げている。 

１）乳児の接種率を2003年までに少なくとも全県80％に引き上げる。また、2006年まで

に少なくとも国全体で95％に引き上げる。 

２）2005年までにポリオ根絶の証明を獲得する。 

３）2005年までに新生児破傷風撲滅を達成する。 

４）1999年を基準として、2005年までに麻疹発症例を90％減らす。また、2005までに麻

疹による死亡を95％減らす。 

５）2003年までにオート・ディスエーブル注射器（以下AD注射器）2に転換し、予防接
種を安全に実施する。

６）持続可能な予防接種拡大計画を展開する。

上記目標に対して、定期予防接種である予防接種拡大計画、臨時予防接種である補足

的全国一斉予防接種活動を通じて、2006年１月時点の目標達成に向けた進捗状況は下記
のとおりである。

①2004年時点で接種率が80％に満たない県が複数存在し（ジフテリア・百日咳・破傷

風・Ｂ型肝炎ならびにポリオは３県、麻疹は２県、BCGについては情報なし）、2006
年１月時点で、全国の接種率は95％に達していないため、目標達成には到っていな

い。

②1986年以来ポリオ発症の報告例はなく、2006年１月の調査時点では、WHOにより
ポリオ根絶の証明3に向けた調査が実施されている。

③1994年以降新生児破傷風の報告例はなく、「新生児破傷風の発生が出生1,000対１

未満」という撲滅の基準は満たしている状態にある。 

④1999年の麻疹発症件数の情報がないため、2000年の418件を参考にすると、2001年

に756件の突発的流行があったもののその後激減し、2004年の報告数は３件になっ

                                                       
2  Auto-Disableの略で、一度使ったら注射器の内筒と外筒が自動的に固定され、再使用が不可能になるように設計されてい
る注射器。

3 ポリオ根絶の証明基準
①各WHO地域事務所が管轄している全ての国と地区での高い予防接種普及率
②標準的な実行指針の急性弛緩性麻痺監視体制
③ポリオウイルス野生株輸入に対応する行動計画の存在
④高い予防接種普及率と世界的ポリオ根絶までの監視体制を維持する政府の公約の存在
⑤ポリオウイルス野生株の研究室での封じ込めについて進歩を示す証拠
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ている。目標の達成度は不明であるが、麻疹発症例は激減している。

⑤2002年はわが国から、2003～2005年にかけてはGAVIからAD注射器供与があり、予
防接種が安全に実施されている。

⑥予防接種拡大計画に使用されるワクチンの自国調達率は０％であり、持続可能な状

態とはいえない。

GAVIとは、ビル・アンド・メリンダ・ゲイツ財団の寄付などを基に2000年に設立さ
れた財団で、その活動内容は、途上国の子どもたちに対する予防接種活動である。

UNICEFなどと協力し、これまで70ヵ国を超える途上国で、ジフテリア、破傷風、百日
咳、Ｂ型肝炎に対する予防接種を実施している。

わが国は、1995年から「ブ」国の予防接種拡大計画の体制自立に向けて、「ポリオ根

絶」「予防接種拡大計画」のための資機材供与を継続的に行っている（第１章、表１－

１）。ワクチンに関しては、1995年～1998年の４年間および2000年と2001年に、補足的

全国一斉予防接種活動（表２－３）に使用する経口ポリオワクチンを供与し、Ｂ型肝炎

ワクチンを除く予防接種拡大計画に必要なワクチンを1996年～2005年の間供与してい

る（表２－５）。2003年からは、GAVIによるジフテリア・百日咳・破傷風・Ｂ型肝炎
の四種混合ワクチンの供与が始まったため、わが国からのジフテリア・百日咳・破傷風

三種混合ワクチンの供与は同年に終了している。

表２－５ わが国によるワクチン供与実績

出典：JICAの情報･資料を基に調査団が作成

２－２ 組織・人員

２－２－１ 保健省機構図

図２－２は、「ブ」国保健省機構図である。

出典：保健省の情報・資料を基に調査団が作成

図２－２ 「ブ」国保健省機構図

ワクチン名 1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年
BCGワクチン
DPT三種混合ワクチン
経口ポリオワクチン
麻疹ワクチン
破傷風トキソイド
DT二種混合ワクチン
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予防接種拡大計画を担当している部署は、公衆衛生部・感染症課に属する「ワクチン

で予防可能な疾患」部門である。予防接種拡大計画の担当者は二人いるが、一人は調査

時点では海外研修中であった。したがって、2006年１月時点で本計画の中央レベルでの

担当者は一人だけである。そのほか、網かけ部分の「保健信託基金」は、将来持続可能

な予防接種拡大計画を実行していくのに鍵となる部署であり、医療サービス部の下にあ

る「医薬品・ワクチン・機材課」は、供与資機材のワクチンや保冷流通機材を取り扱う

部署である。

２－２－２ 医療従事者の構成

「ブ」国の予防接種拡大計画に直接関わる各県の保健要員の種類と数は表２－６のとおり

である。その他「ブ」国内には、医師127人、看護師（正看護師・学士）167人、看護助産師

36人、看護助手157人がいるが、いずれも予防接種拡大計画には関わっていない。予防接種

拡大計画実施において、指揮監督を保健監督官が行い、接種は准看護助産師、保健助手なら

びに基礎保健活動員、地域住民の動員など計画の遂行支援は村落保健活動員が行っている。

ガサ県の准看護助産師、基礎保健活動員がゼロになっているのは、人口密度が低く、保健医

療サービス対象者が少ないためである。

表２－６ 各県の予防接種拡大計画に関わる保健要員の種類と数
単位：人

出典：保健省の情報・資料を基に調査団が作成

２－２－３ 医療施設の数

「ブ」国には、第三次保健医療施設である王立・国立病院の他、第二次保健医療施設であ

る県病院、第一次保健医療施設である基礎保健施設がある。表２－７は、各県の病院、基礎

保健施設、施設外接種活動の数である。施設外接種活動の数は、県病院または基礎保健施設

が管轄する地域の数である。

予防接種サービスは、「ブ」国内全ての保健医療施設で提供されており、その頻度は、各

県の病院では日曜日を除く毎日、基礎保健施設と各基礎保健施設が実施している施設外接種

活動は毎月１回である（各基礎保健施設がそれぞれ実施日を決めている）。施設外接種活動

県　名 保健監督官 准看護助産師 保健助手 基礎保健活動員 村落保健活動員
1 ガサ 1 0 5 0 14
2 サムチェ 1 7 13 10 154
3 サルパン 1 7 10 12 60
4 サンドラップチョンガー 1 7 16 14 98
5 ジェムガン 2 5 13 10 45
6 ダガナ 1 2 9 9 34
7 タシガン 2 9 22 23 103
8 タシヤンツェ 1 3 9 8 41
9 チャカ 1 9 16 10 74

10 チラン 1 3 5 6 51
11 ティンプー 1 23 13 8 40
12 トンサ 1 2 6 8 47
13 ハア 1 3 5 4 22
14 パナカ 1 7 6 5 48
15 パロ 1 2 7 4 70
16 ブムタン 1 3 4 5 40
17 ペマガチェル 1 1 6 5 48
18 モンガル 1 11 20 13 111
19 ルンツェ 1 5 13 8 42
20 ワング 1 3 9 10 60

22 112 207 172 1,202　　　　　　　　合　　計
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とは、基礎保健施設に勤務する准看護助産師や保健助手が一組となって、保健医療施設に来

ることのできない地域に住む接種対象者のところに出向いて行き、対象者に必要なワクチン

を接種する活動のことである。過去に供与したワクチンキャリアやアイスパックは、この施

設外接種活動では不可欠な機材である（写真１）。現地調査で訪問したティンプー県ゲネカ

基礎保健施設は、地域住民が同施設に来ることのできる範囲内に居住しているため施設外接

種活動を行う必要がなく、ダンフ県病院では２ヵ所、チラン県メンダガン基礎保健施設は１

ヵ所の施設外接種活動地域を持っている。

表２－７ 各県の保健医療施設の種類と数

出典：保健省の情報・資料を基に調査団が作成

２－３ 財政・予算

UNICEFの資料によれば、1992～2002年における、「ブ」国の政府支出に占める保健支出の
割合は11％である。先進工業国平均が15％、開発途上国平均が３％、南アジア平均が２％であ

り、「ブ」国政府が保健分野に力を入れていることがわかる。 

「ブ」国保健省５ヵ年計画2002-2007への予算配分額6,536百万ニュルタム（１ニュルタム＝

約2.6円）のうち、「ブ」国保健省の保健計画に対する予算は69％にあたる4,505百万ニュルタ

ムとなっている。そのうち公衆衛生部・感染症課への配分は410百万ニュルタムとなっており、

感染症課が実施している各保健計画への予算配分は表２－８のとおりである。

県　名 病　院 基礎保健施設 施設外接種活動
1 ガサ 0 4 8
2 サムチェ 3 12 8
3 サルパン 2 12 12
4 サンドラップチョンガー 2 13 28
5 ジェムガン 1 13 33
6 ダガナ 0 8 11
7 タシガン 3 11 63
8 タシヤンツェ 1 6 22
9 チャカ 3 9 42

10 チラン 1 6 5
11 ティンプー 4 6 23
12 トンサ 1 6 23
13 ハア 1 4 12
14 パナカ 1 5 9
15 パロ 1 3 26
16 ブムタン 1 3 14
17 ペマガチェル 1 4 24
18 モンガル 1 20 55
19 ルンツェ 1 11 33
20 ワング 1 10 25

29 176 476　　　　　　　　合　　計
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表２－８ 感染症課の各保健計画の予算配分
単位：百ニュルタム

保健計画名 配分額 
性病・エイズ  58 
結核  49 
らい病  10 
マラリア対策 133 
急性呼吸器感染症  10 
下痢性疾患  11 
予防接種拡大計画 139 
出典：保健省の情報･資料を基に調査団が作成

予防接種拡大計画に配分される予算額が最も多く、公衆衛生部・感染症課予算の34％にあた

る139百万ニュルタムが同計画に配分されている。しかし、「ブ」国保健省の予算不足のため、

保健予算全体の約60％はドナー等の外部支援によるものであると報告されている。表２－９か

ら第９次５ヵ年計画期間（前述のとおり「ブ」国では７月が年度開始のため、2002年から2006

年を使用）に対する援助額を試算すると、国際機関や二国間ドナーからの支援額は約59百万ニ

ュルタム（１USドル＝44.38ニュルタム）となり、上記予防接種拡大計画の約42％に相当する。
わが国の2002年から2005年の供与累積額は約24百万ニュルタムで同じく上記予算の約17％を

占めている。したがって、予防接種拡大計画予算全体の約60％が外部支援によるものとなって

いることがわかる。 

表２－９ 国際機関、二国間ドナーによる援助額
単位：USドル

年 WHO UNICEF GAVI JICA DANIDA 
1999 ― 125,981 ― 97,850 55,000 
2000 165,196 ― 162,323 55,000 
2001 198,175 ― 129,761 120,000 
2002 

55,000 
123,369 ― 194,250 55,000 

2003 135,200 41,830 116,550 ― 
2004 ― 23,946 90,205 ― 
2005 80,266 

800,000 
125,400 ― 

2006 ― ― ― ― 
2007 119,000 

550,771 
― ― ― 

出典：保健省の情報･資料を基に調査団が作成

一方、「ブ」国保健省は、医薬品やワクチンの自国調達を目的として、1997年に保健信託基

金を設立した。目標額の24百万USドルになった時点で、その利息を用いてワクチン等の自国調
達を開始する計画であるが、2006年１月時点の累積額は18.8百万USドルで、目標額の78％ま
で積み立てられている。表２－10は、これまでの出資団体・個人と出資額を示したものである。

「ブ」国保健省・保健信託基金によるワクチン自国調達には時間がかかるものと思われ、わが

国は今後、同基金の達成度や運用状況を勘案しつつ供与計画を立てていく必要がある。
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表２－10 保健信託基金の出資団体・個人とその出資額
単位：USドル

出資団体・個人 出資額
ブータン王国政府 11,800,000 
ビル・アンド・メリンダ・ゲイツ財団 1,000,000 
ザ・サミット財団 1,000,000 
ノルウェー政府 988,000 
フレデリック・ポールセン財団 100,000 
オーストラリア政府 64,000 
ニュー・ジーランド政府 53,000 
アンドリュー・エバンス(カナダ) 50,000 
マンダンジート・シン 50,000 
フランツ・エイチ・ロンバーグ 39,000 
学校 31,000 
ブータン民間部門 23,000 
ユニセフ 15,000 
セーブ・ザ・チルドレン（米国） 5,000 
ウォーク後援 1,653,000 
その他 1,972,000 

合   計 18,843,000 
出典：保健省の情報･資料を基に調査団が作成
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第３章 効果測定・評価

３－１ 対象国の保健医療政策における医療特別機材供与の位置づけ

「第２章 ２－１ 国家開発計画」の項で述べたとおり、予防接種拡大計画に関し、「ブ」

国保健医療政策は以下の２つを達成目標としている。すなわち、①予防接種率の改善、②保健

サービス費用の自立と持続可能性である。

医療特別機材供与事業は、過去10年に亘り継続して予防接種拡大計画に必要な資機材を供与

してきており、1990年にはすでに改善していた高い接種率を1995年以降維持していくことに寄

与してきた。一方、本事業の目的は「被援助国の予防接種体制自立までの移行期間の支援」で

あるが、機材供与開始後10年を経た2006年度においても、「ブ」国のワクチン自国調達率は０％

である。 

高い予防接種率を今後も維持し、さらに接種率を改善していくためにはワクチン等の資機材

は不可欠であり、わが国の支援が、「ブ」国予防接種拡大計画予算の約17％を占めていること

を考え合わせると、自立と持続可能に向けて当分の期間は支援が必要と思われる。しかしなが

ら、「ブ」国保健省自身も自立と持続可能性を目指しており、その実現に向けて必要とされる

支援期間ならびにわが国からの支援と「ブ」国負担の比率等について具体的な検討が必要であ

る。

３－２ 協力プログラムにおける医療特別機材供与の位置づけ

本事業は、JICA国別事業実施計画の「保健医療の充実・改善による健康水準の向上」という
開発課題を解決するものとして、「３．社会サービスの充実」に位置づけられている。しかし

ながら、本事業を含む「基礎保健・医療サービス改善プログラム」の構成を見ると、個別専門

家（プライマリ・ヘルス・ケア）１名、シニア・ボランティア（遠隔医療、建築）計２名、青

年海外協力隊（臨床検査／放射線技師、歯科医師、公衆衛生）計３名の派遣となっており、本

事業との直接的関連性は薄いものとなっている。

３－３ 国際機関の協力プログラムにおける供与機材の位置づけ

本マルチ・バイ協力事業を共同で行う国際機関はUNICEFである。UNICEFブータン事務所は
2002年以降“Master Plan of Operations 2002-2006”（以下UNICEF ５ヵ年計画書）を基に活動
を行っている。UNICEF ５ヵ年計画書に列挙されている四つの計画のうち、「健康と栄養計画」
の中の「母子保健事業」に含まれる下位事業「予防接種プラス」が予防接種拡大計画に関わる

ものである。

予防接種プラス事業の主な目標は、

(1) 乳児の予防接種率を85％以上で維持する 

(2) ポリオ根絶に寄与する 

(3) 新生児破傷風撲滅を達成し、撲滅状態を維持する等 

となっている。これら目標は2006年１月の時点で事実上達成されており、わが国が10年以上に

亘り供与してきたワクチンの貢献が大きいといえる。
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３－４ 対象国政府機関、国際機関、 または日本国大使館の役割

表３－１ 医療特別機材供与の作業基準（案）

出典：JICAの情報･資料を基に調査団が作成

医療特別機材供与の作業基準（案）を、「ブ」国保健省、UNICEFブータン事務所、JICAブ
ータン事務所の各担当者に確認した結果は表３－１のとおりである。網掛け部分は、調査時点

において実施されていない項目または役割として認識されていなかった項目である。

(1) 「ブ」国保健省 

2006年からの改善点として、①機材受入れ後受領書を作成しJICAブータン事務所に送付
すること、②機材の引渡し式と広報を実施すること、③機材配布後、報告書を作成しJICA
ブータン事務所に送付すること、④機材が活用され始めた後、活用確認報告書をJICAブー
タン事務所に送付すること、の四点について予防接種拡大計画担当者の同意を得た。
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(2) UNICEFブータン事務所
UNICEF「予防接種プラス」事業の担当者と作業手順（案）を確認したところ、これま

でUNICEFの役割は、「機材受入れ」における「先方政府による機材の倉庫納入」までと
いう理解であった。調査団との協議を通じて、今後は本マルチ・バイ事業を共同で行う機

関として、機材の検収や、先方政府によるJICAへの各報告書作成支援を行う必要性につい
て理解が得られた。

とりわけ、これまで10年間に亘る機材供与の実績がある一方で、引渡し式や広報の実施

がされていないこと、UNICEFブータン事務所作成の年次報告書にJICAの貢献に言及した
部分がないことを挙げ、2006年から是非実施するよう調査団から依頼した。

 

(3) JICAブータン事務所
これまで実施されてこなかった受領書、機材配布報告書ならびに活用確認報告書の受領

について、JICAブータン事務所の本事業担当者から、「ブ」国保健省予防接種拡大計画担
当者に対し、これら報告書の様式について説明が行われ、2006年から実施される見込みと

なっている。また、引渡し式および広報の実施についても2006年から実施予定となってい

る。

３－５ 対象国実施体制

３－５－１ 運営・実施体制

(1) 予防接種拡大計画の実施 

「ブ」国では、2000年代に入り若干接種率の減少傾向が見られているものの、1990年

以降Ｂ型肝炎を除くワクチンで予防可能な６疾患のワクチンについて、すでに全国平均

90％以上の接種率を達成していた。わが国は1995年から機材供与を開始しているが、以

来10年以上に亘り「ブ」国保健省はわが国が供与した資機材を有効に活用し、UNICEF
ブータン事務所の目標である85％以上の接種率、「ブ」国保健省の目標である90％以上

の接種率（いずれも全国平均）を維持してきた。「ブ」国保健省・公衆衛生局長は、「接

種率を90％まであげることはむしろ容易であり、90％以上を維持しそれをさらに上げて
いくことこそが難しい」と述べ、調査団に対しわが国の継続供与の必要性を強調してい

た。高い接種率の維持の成果として、麻疹、風疹の突発的流行はあるものの、ワクチン

で予防可能な疾患の症例報告数は、2002年以降ゼロまたは極少数にとどまっており、実

施状況、実施結果ともに良好と判断できる（表２－４）。

予防接種体制自立の主たる要素として、「高いワクチン接種率の維持」「保冷流通体

制の確立、」「安全な注射」「安全な廃棄」などが挙げられる。「安全な注射」とは、

再利用可能な注射器による感染性疾患の拡大を予防することを意味しており、

WHO/UNICEFは「2003年までにすべての国は予防接種のためにAD注射器を利用すべき
である」としている。また、「安全な廃棄」とは、予防接種に使用した注射器や注射針

を安全に廃棄することを意味しており、セーフティ・ボックスを使用すること、使用済

み注射器や注射針で満たされたセーフティ・ボックスが感染源にならないように埋めた

り、焼却することである。
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「安全な注射」に関して、わが国は2002年にBCGと経口ポリオワクチン以外に使用す
る0.5ミリリットル用のAD注射器77,600本、2005年にBCG用の0.05ミリリットル用の
AD注射器100,000本を供与している。2003年～2005年にかけて、GAVIが予防接種に必
要なAD注射器を供与しており、現地調査では訪問した全ての保健医療施設で使用されて
いたが、「ブ」国保健省によれば全ての施設での使用には到っていないとのことであっ

た（写真２）。また、GAVIからのAD注射器の供与は2005年で終了するため、2006年以
降、「ブ」国保健省はわが国にAD注射器を要請している。
「安全な廃棄」に関し、わが国は、2002年にセーフティ・ボックス32,000個を供与し

ている。2003年以降は、ドナーの詳細は不明であるが、「現地調査で訪問した全ての保

健医療施設でセーフティ・ボックスが使用されていた（写真３）。注射器・注射針で満

たされたセーフティ・ボックスの処理施設に関しては、「ブ」国保健省によれば、コン

クリート製焼却炉がパロ県に１基、その他２～３県が保有しているということであった

が詳細は把握していなかった。また、ゲネカ基礎保健施設の職員は、「ブ」国の環境委

員会がごみの焼却処理を禁じているということで、使用済みの注射器・注射針は、施設

内の空き地に穴を掘り埋めていたが（写真４）、現地調査で訪問した他の県病院、基礎

保健施設では施設の空き地に穴を掘り焼却処理をしていた。「ブ」国保健省・公衆衛生

局長に、同国の「安全な廃棄」に関する現状を報告すると、「わが国にはどのような廃

棄処理が適しているのか是非日本に協力をお願いしたい」と述べていた。

(2) 保冷流通体制 

「ブ」国保健省の保冷流通体制は表３－２のとおりである。首都ティンプーの中央倉

庫から三ヵ所の地域倉庫であるティンプー（兼中央倉庫）ゲレフならびにモンガルへ、

また地域倉庫から管轄する各県病院へ四半期毎に必要量のワクチンが保冷車で輸送され

る。県病院－基礎保健施設間は、県病院の車輌で輸送、または基礎保健施設の職員がタ

クシーやバスなどの公共交通機関を使って県病院に取りに行く体制になっている。わが

国は、1995年に保冷車を２台、ピックアップトラック４台を供与している。ゲレフ地域

倉庫管理者によれば、現在使用している保冷車はわが国から供与されたものだといって

いたが、ODA/JICAステッカーは貼られていないため特定できなかった（写真５）。「ブ」
国保健省が2006年１月時点で保有している予防接種拡大計画用の車輌の詳細は表３－

３のとおりである。
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表３－２ ワクチン保冷流通体制

出典：保健省の情報･資料を基に調査団が作成

表３－３ 予防接種拡大計画用の現有車輌とその詳細

種 類 調達年 所在場所 用 途 走行距離（km） 
保冷車 詳細不明 ティンプー中央兼地域倉庫 ワクチン輸送 37,778 
保冷車 1995年 ゲレフ地域倉庫 ワクチン輸送 78,079 
保冷車 詳細不明 モンガル地域倉庫 ワクチン輸送 75,551 
ピックアップ 1994年 ティンプー中央兼地域倉庫 資機材運搬 195,377 
出典：保健省の情報･資料を基に調査団が作成

保冷車に関し、1995年にわが国が供与したものと仮定し、10年間の使用頻度（10年×

配布回数４×各地域倉庫が管轄する病院数）で割ると、１回の走行距離はそれぞれ、テ

ィンプー車輌157キロメートル、ゲレフ車輌325キロメートル、モンガル車輌314キロメ

ートルとなり、地域倉庫から各病院までの距離を勘案するとワクチンの輸送目的に使用

されているものと判断できる。 

日本政府から2006年度に供与される予定の保冷車は（要請年は2003年度）、道路事情

の悪いモンガル地域倉庫の所有している保冷車と交換されることになっている。また、

1994年から使用していたという資機材運搬用車輌は、老朽化のため修理・使用ができな

い状態になっている（写真６）。現在は予防接種拡大計画用の資機材を輸送する際、「ブ」

国保健省内の他部署の車輌を借用している。2007年度に要請のあがっているピックアッ

プトラックはこの資機材運搬用車輌である。 

車輌の管理に関し、全ての車輌は「ブ」国保健省１階の駐車場に駐車することになっ

ており、使用する場合は使用許可書を申請しなければならないため、車輌の私的流用は

行えない仕組みになっている（写真７）。車輌の修理に関しては、毎年入札方式で決定

した民間修理工場に委託している。 

中央倉庫には、わが国が1995年に供与した約30立方メートルの冷蔵室の他（写真８）、

経口ポリオワクチン用の冷凍庫３台、麻疹および麻疹・風疹二種混合ワクチン用の電気

中央倉庫         地域倉庫 基礎保健施設

ガサ
サムチェ
チャカ
ティンプー
ハア
パナカ
パロ
ワング
サルパン
ジェムガン
ダガナ
チラン
トンサ
ブムタン
サンドラップチョン
タシガン
タシヤンツェ
ペマガチェル
モンガル
ルンツェ

14病院が管轄する56の
基礎保健施設

6病院が管轄する53の
基礎保健施設

9病院が管轄する67の
基礎保健施設

　　　　　　　 　 病院

8県内14病院

6県内6病院

6県内9病院

　　　　　   四半期　　　　　                     四半期                   毎月

ティンプー
中央倉庫

ティンプー地域倉庫
（兼中央倉庫）

ゲレフ地域倉庫

モンガル地域倉庫
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冷蔵庫６台、アイスパック用冷凍庫１台がある。他の地域倉庫、県病院では、冷凍庫、

電気冷蔵庫（写真９）、灯油電気両用型冷蔵庫（写真10）、アイスパック用冷凍庫が、

使用するワクチン数量の規模により、組み合わされて使用されている。中央倉庫および

地域倉庫では、停電に備えて自動切替の発電機が備えてある（写真11）。「ブ」国内の

約60％の村は未電化で、これら地域の基礎保健施設では灯油電気両用型冷蔵庫を使用し

ている（写真12）。電気で灯油電気両用型冷蔵庫を使用している県病院、基礎保健医療

施設は、停電に備えていつでも灯油による稼動に切り替えられるように必要な部品・消

耗品を常備している（写真13）。 

(3) 予防接種対象者およびワクチン必要量 

表３－４は、1999年～2004年における、予防接種対象者である乳児の推移を示したも

のである。ワクチンの必要量の算定のためには、接種対象の乳児人口が必要であるが、

「ブ」国保健省からは、1999年から2004年における推定総人口の情報が提出されたもの

の、乳児人口に関する情報は提出されなかった。WHOは、推定乳児人口を総人口の2.1％
として算出しているため、「ブ」国保健省から提出された総人口情報を基に乳児人口を

試算したところ、2004年の数値がWHOの15,745人に近いものとなっているためこれら
数値をワクチン必要量の試算に利用した。

表３－５は、「ブ」国保健省による各ワクチンの接種回数と廃棄率を示したもので、

廃棄係数は100/（100－廃棄率）により算出される。

表３－４接種対象者の年次推移

出典：保健省の情報･資料を基に調査団が作成

表３－５ ワクチン接種回数と廃棄係数

出典：保健省の情報･資料を基に調査団が作成

表３－６は、1996～2004年における、ワクチンの必要量と供与数を表したものである。

上段は表３－４の接種対象者数と表３－５の各ワクチンの接種回数と廃棄係数から計算

したワクチンの必要量で（対象者数×接種回数×廃棄係数）、下段はわが国が供与した

ワクチン数量である。妊婦に対する破傷風トキソイドの対象者数は、同じくWHOが、妊

年 推定総人口 推定乳児人口
1999 657,550 13,800
2000 677,934 14,200
2001 698,950 14,700
2002 716,424 15,000
2003 734,340 15,400
2004 752,700 15,800

ワクチン名 接種回数 ワクチン廃棄率 廃棄率係数
BCGワクチン 1 80 5.0
DPT三種混合ワクチン 3 80 5.0
経口ポリオワクチン 4 50 2.0
麻疹ワクチン 1 80 5.0
破傷風トキソイド 5 58 2.4
DT二種混合ワクチン 1 79 4.8
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婦の数を総人口の2.1％としているため、乳児人口と妊婦の数がほぼ等しいものと仮定

して試算した。網掛け部分は、各年度の必要数の２～３倍の量を供与したと思われる部

分で、点状網掛け部分は、供与数が必要数を大幅に下回っている部分である。2002年度

は約３倍の経口ポリオワクチンが供与されているが、2002年以降は本案件によるポリオ

根絶に対する供与がなくなったため、補足的全国一斉投与用の経口ポリオワクチンも併

せて供与したものと考えられる。2006年度以降は、直近の人口統計によるワクチン接種

対象者数等の情報を基に、適切なワクチン供与数量を計算していく必要がある。

表３－６ ワクチンの必要数量と供与数量

※上段はワクチン必要量を、下段はわが国が供与したワクチンの数量を示す。
出典：保健省の情報･資料を基に調査団が作成

ワクチンの廃棄率は、途上国では一般的に、BCGが50％、その他のワクチンは40％と
なっているが、「ブ」国の廃棄率はかなり高い状態にある。その理由として人口密度の

低さが挙げられる。「ブ」国では、九州の約1.1倍の面積に約75万人が居住しており、

わが国の人口密度と比較すると、わが国が330人／平方キロメートルなのに対し、「ブ」

国では、73～112人／平方キロメートルが２県、40～72人／平方キロメートルが３県、

19～39人／平方キロメートルと１～18人/平方キロメートルが各６県、詳細不明３県で、

人口密度が最も高い地域でもわが国の約３分の１である。現地調査で訪問したチラン県

ダンフ病院は、県病院のため予防接種の来院者数は１日平均150人であるのに対し、基

礎保健施設になると、管轄する地域の乳児の人口は十数人または数十人と少数（年間出

生数）で、そのため少ないところでは、毎月の平均接種数は１人から数人となる。基礎

保健施設における予防接種サービスは月１回のため、10ドース／バイアルのワクチンを

開封すると半分程度が廃棄されることになる。広範な山間地域に少数の子どもが点在し

て居住している「ブ」国では、ワクチン廃棄量を最小限にするためにワクチンドース分

の子どもを集めるということは困難であり、廃棄率を加味した数量のワクチンを供与す

る必要がある。

(4) 保冷流通機材 

保冷流通機材とは、ワクチンを安全に保管、輸送するための冷凍庫、冷蔵庫ならびに

車輌等の機材である。わが国は、1995年以来さまざまの保冷流通機材を供与してきたが

（表１－１）、「ブ」国保健省より提出された2005年時点における在庫数量と供与数量

を比較したのが表３－７、表３－８である。

1999 2000 2001 2002 2003 2004
69,000 71,000 73,500 75,000 77,000 79,000

168,000 90,000 180,000 200,000 200,000 160,000
207,000 213,000 220,500 225,000 0 0
120,000 125,000 128,000 100,000 供与なし 供与なし
110,400 113,600 117,600 120,000 123,200 126,400
150,000 155,000 158,000 335,000 90,000 100,000
69,000 71,000 73,500 75,000 77,000 79,000
84,000 90,000 90,000 100,000 100,000 80,000

165,600 170,400 176,400 180,000 184,800 189,600
190,000 201,000 220,000 60,000 100,000 60,000

0 68,160 70,560 0 0 0
供与なし 20,000 20,000 供与なし 供与なし 供与なし

破傷風トキソイド

DT二種混合ワクチン

BCGワクチン

DPT三種混合ワクチン

経口ポリオワクチン

麻疹ワクチン
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表３－７ 保冷流通機材の供与数と在庫数

出典：保健省の情報･資料を基に調査団が作成

1999年から2005年にかけて「ブ」国保健省が各保健医療施設に配布した冷蔵庫は、灯

油電気両用型冷蔵庫計111台、電気冷蔵庫19台であり、同期間にわが国が配布した灯油

電気両用型冷蔵庫110台、電気冷蔵庫15台が含まれている。提出された資料によれば、

配布された灯油電気両用型冷蔵庫の約７割は、電化されていない地域に所在する基礎保

健施設に配布されている。また、電気冷蔵庫はすべて、比較的多量のワクチンを保管す

る必要のある地域倉庫や県病院に配布されているため、適切な使用状況といえる。その

他わが国の供与数を超えている在庫分は、他ドナーからの供与または、1998年以前のわ

が国の供与が考えられる。電気冷蔵庫が保管されていた（写真14）が、担当者の話によ

れば、同型の冷蔵庫が故障した時の交換用として保管しているとのことであった。2006

年度からは、「機材配布先報告書」や「活用確認報告書」の提出を確実にしていく必要

がある。現地調査では、わが国が供与した保冷流通機材の一部にJICAステッカーが貼っ
てあるのを確認できたものの、見えにくい下方であったり（写真９）、大多数の機材に

は供与年、機材所属部署名、JICAの文字が油性マーカーで手書きされていたため（写真
10）、広報のためにも今後はODA/JICAステッカーの貼付を徹底していく必要がある。
表３－８は、2006年度と2007年度要請にあがっている冷蔵庫用交換部品の過去の供与

数ならびに2005年時点における在庫数と、交換部品の名称・型番が一致するものに関す

る資機材の供与数、在庫数の比較である。

1995-1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 供与数 在庫数
型番不明冷蔵庫 数量不明
灯油電気両用型

型番不明 40 40
110型 5 5 8 6 24
170型 10 20 6 36
合　計 100 0

電気冷蔵庫 5 10 15 10
コールドボックス 15 5 150 15 15 15 215 18
ワクチンキャリア 200 30 230 137
アイスパック 2,500 2,500 2,647
電圧安定器 98 35 133 42
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表３－８ 冷蔵庫交換部品の供与数と在庫数
2006・2007年度で要請あり

出典：保健省の情報･資料を基に調査団が作成

「ブ」国保健省の医薬品・ワクチン・機材課が管理している倉庫では、ワクチンや資

機材を部屋ごとに収納し、冷蔵庫の交換部品は棚に整頓されている（写真15、16）。こ

れら資機材の出納は手書きの台帳で管理している（写真17）。機材が入手困難である事

情を反映し、機材の故障に対応するために品目によっては在庫としてストックしている。 

「ブ」国保健省から、2006年１月時点における保冷流通機材の数量・稼動状況資料が

提出された（表３－９）。2006年１月現在、181台の灯油電気両用型冷蔵庫、63台の電

気冷蔵庫が「ブ」国保健省関連施設に存在する。冷蔵庫の型などの詳細は不明であるが、

使用不能になっている（全体で15台）、フロン使用のため数年後には交換の必要がある

（全体で42台）、10年以上使用し交換時期にあるといった状況により、「ブ」国内の全

20県の保健医療施設が、いずれも交換が必要な冷蔵庫を保有している。2006年度、2007

年度で要請のあがっている灯油電気両用型冷蔵庫、電気冷蔵庫の配布予定先は表３－８

のとおりとなっている。すべての灯油電気両用型冷蔵庫は、電化が十分ではない地域に

所在する基礎保健施設に、同じくすべての電気冷蔵庫はワクチン保管数量の多い倉庫と

県病院に配布されることになっている。

1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 供与総数 在庫数

110型 バーナー芯 0 0 0 0 0 0 100 100 0
バーナーセット 0 0 0 0 0 0 90 90 0
電気加熱器 0 0 0 0 0 0 70 70 0
ガラス製ランプ 0 0 0 0 0 0 90 90 0
ランプグラスインサート 0 0 0 0 0 0 50 50 0
温度自動調節器 0 0 0 0 0 0 20 20 0

170型 バーナー芯 200 0 300 500 500 200 100 1,800 1,980
バーナーセット 0 0 0 150 350 25 50 575 詳細不明
電気加熱器 150 0 10 150 150 50 100 610 603

240型 バーナー芯 0 0 0 1,500 1,000 0 100 2,600 3,979
バーナーセット 0 0 0 100 200 0 18 318 詳細不明
電気加熱器 0 0 0 0 150 0 50 200 603

MK304 始動装置（補助動力） 0 0 0 0 0 10 10 20 詳細不明
始動装置（制御器） 0 0 0 0 0 10 10 20 同上
温度自動調節器 0 0 0 0 0 0 10 10 同上
圧縮器 0 0 10 0 0 0 0 10 同上

170型 バーナー 20 0 30 0 0 0 0 50 591
炎管ブラシ 0 0 0 50 50 0 0 100 140
炎管バッフル 0 0 0 50 50 0 0 100 57

240型 バーナー 0 0 0 0 0 0 0 0 306
炎管ブラシ 0 0 0 150 50 0 0 200 125

灯油電気両用型冷蔵庫交換部品
2006・2007年度で要請なし

灯油電気両用型冷蔵庫交換部品

電気冷蔵庫交換部品
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表３－９ 保冷流通機材の数量・稼動状況調査と配布予定先

出典：保健省の情報･資料を基に調査団が作成

前述のように、中央倉庫の下に三つの地域倉庫、地域倉庫の下に病院、基礎保健施設

が位置する（表３－２）。冷蔵庫などの機材の維持管理に関し、ティンプー地域倉庫に

２名、ゲレフ地域倉庫に２名、モンガル地域倉庫に３名のWHOの研修を受けた技術者が
いる。程度の軽い故障は、各基礎保健施設の職員による対応が可能であるが、対応不能

な故障は地域倉庫が回収し修理を行う。「ブ」国保健省は、フロン使用の冷蔵庫を計42

台保有しているが、各地域倉庫にはフロン使用の冷蔵庫を代替フロン使用のものに転換

する交換部品と工具があり、適宜作業を行っているということであった。

不安定な電圧による電力供給は、途上国における冷凍庫・冷蔵庫の主な故障原因であ

る。中央倉庫では、倉庫全体用に大容量の電圧安定器が備えられていた。ゲレフ地域倉

庫、県病院、基礎保健施設では、電圧安定器の不足からつけられていない冷蔵庫が見受

けられた。わが国は、2005年度に、現地調達でインド製の電圧安定器を35台供与してい

る（写真18）。「ブ」国の電圧事情を考慮し、今後も冷蔵庫を供与する場合には、電圧

安定器を併せて供与していく必要がある。

３－５－２ モニタリング・評価体制

予防接種拡大計画のモニタリング・評価は、「ブ」国保健省の「国家予防接種拡大計画サ

ービス便覧」に則して実施されている。各ワクチンの接種回数記録用紙、モニタリング図表

等といった様式書類があり、基礎保健施設の予防接種担当者が作成し、毎月県保健事務所に

提出する。各県保健事務所は管轄する各基礎保健施設の書類を取りまとめ、中央レベルに提

出する。

３－５－３ 要請手続き

日本政府は、1995年以降10年間に亘り機材供与を実施しているが、「ブ」国保健省、UNICEF
ブータン事務所ならびにJICAブータン事務所からは特に要請手続上の問題の指摘はなかっ
た。今回、本調査団の渡航前（2005年12月）に、「ブ」国保健省から、ジフテリア・破傷風

灯油電気両用型冷蔵庫 電気冷蔵庫

1 ガサ 3 0 0 0 1 0
2 サムチェ 11 2 0 1 2 2
3 サルパン 8 9 2 5 0 1
4 サンドラップチョン 16 3 4 3 3 1
5 ジェムガン 15 2 0 1 2 1
6 ダガナ 7 1 0 1 0 0
7 タシガン 20 3 2 1 3 1
8 タシヤンツェ 7 1 0 1 1 0
9 チャカ 9 2 1 1 3 2

10 チラン 4 1 0 1 0 0
11 ティンプー 7 21 2 12 2 0
12 トンサ 5 1 0 1 0 0
13 ハア 5 1 0 1 0 0
14 パナカ 6 1 0 1 0 0
15 パロ 5 1 0 0 1 1
16 ブムタン 3 1 0 1 0 0
17 ペマガチェル 4 1 0 1 1 0
18 モンガル 24 9 4 8 3 1
19 ルンツェ 14 1 0 1 2 0
20 ワング 8 2 0 1 1 0

181 63 15 42 25 10

2006・2007年配布予定先県と数量

合　　計

県　名 灯油電気両用型
冷蔵庫 電気冷蔵庫 使用不能冷蔵庫 CFC使用冷蔵庫
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二種混合ワクチンをジフテリア・百日咳・破傷風三種混合ワクチンに、破傷風トキソイドを

破傷風・ジフテリア二種類混合ワクチンに、麻疹ワクチンを麻疹・風疹二種混合ワクチンに

するという要請変更の要望があったとの連絡を受けていたが、その変更内容について、

UNICEFブータン事務所は調査団が協議のために同機関を訪問するまで知らされていなかっ
た。WHOブータン事務所によれば、インドのデリーにあるWHO南東アジア地域事務所から
「予防接種拡大計画の標準化のためにワクチンを変更するように連絡があり、そのまま保健

省に伝えた」とのことであった。これを受けた「ブ」国保健省は、その変更を基に調査団訪

問時に要請資機材を修正したが、2006年度案件の要請修正段階で三者の協議と合意がなかっ

たことになる。UNICEFブータン事務所は、「本問題は保健省を中心としたドナー会議で話
しあう必要がある」との見解を示しており、今後要請変更の可能性があると思われる。

３－５－４ 通関・輸送・配布状況

通関手続きは、まずUNICEF調達部（コペンハーゲン）からUNICEFブータン事務所に送り
状が届き（ただし、荷受人は「ブ」国保健省副局長）、その複写が「ブ」国財務省、「ブ」

国保健省の医薬品・ワクチン・機材課に送付される。次いで、財務省から免税書類、経済産

業省から輸入許可証が発行され通関手続きが開始される。

ワクチンは温度管理が必要なため空輸され、空港に到着すると、空港税関職員がその内

容・数量を確認し、「ブ」国保健省の職員が保冷車でワクチンを首都ティンプーの中央倉庫

に輸送する。空港に保冷施設が無いためワクチンの引取りは迅速に行われる。空港のあるパ

ロから首都ティンプーまでは車で約1時間半の距離であり、引取りから中央倉庫搬入まで半
日を要しない。中央倉庫に搬入されたワクチンは、ワクチン保冷流通体制（表３－２）に沿

って「ブ」国全土に配布される。

温度管理の必要のないワクチン以外の資機材は海上輸送され、隣国インドのコルカタ（旧

カルカッタ）が荷揚港となる。コルカタには「ブ」国税関事務所があり諸手続きはここで行

われる。手続き終了後、民間の運送会社を使用し、インド国境近くの都市プンツォリンまで

輸送する。資機材の到着からティンプー到着までに要する時間は約２日である。資機材は一

旦ティンプーにある中央倉庫に保管されるが、三つの地域倉庫（ティンプー、ゲレフ、モン

ガル）に仕分けされ、必要に応じて各地域倉庫が管轄する病院や基礎保健医療施設に配布さ

れる。

また、2002年度案件の際に発生した、UNICEF調達部（コペンハーゲン）からJICAへの輸
送費請求（インド・コルカタ－ブータン・プンツォリン間）は、コルカタまでの輸送費・保

険料込条件（CIP）となっていたが、、実際にはUNICEFがコルカタ－プンツォリン間の輸送
を行った。「ブ」国保健省の話では、これまでコルカタ－プンツォリン間の資機材の輸送は、

民間運送業者を利用するか、利用しない場合は「ブ」国保健省の車輌を使用するとのことだ

ったので、本案件もこのような対応が必要であったと思われる。この輸送費請求に関しては、

「ブ」国保健省、UNICEFブータン事務所、JICAブータン事務所共に特に問題視していなか
った。2005年度案件は、UNICEF調達部に対し、ティンプーまでの輸送費・保険料込条件と
しているため、このような問題は起きていない。
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３－６ 年度要請内容と５ヵ年計画

「ブ」国保健省が策定した、JICA-UNICEF５ヵ年計画書2003-2007は2003年５月に提出され
ている（付属資料４）。本５ヵ年計画書の目標は以下の２つである。

①予防接種拡大計画に必要な資機材（ワクチンとその接種に必要な注射器などの消耗品、保

冷流通機材）の供与を通じて、90％の予防接種率を維持する

②WHO/UNICEFの支援活動を通じて、予防接種拡大計画を持続可能にする「ブ」国の能力を
開発する

①の目標達成のために、予防接種拡大計画に必要な資機材供与がわが国に期待されており、

その大まかな要請内容と金額は表３－10のとおりである。

表３－10 JICA-UNICEF５ヵ年計画書2003-2007の要請内容と金額
単位：USドル

出典：保健省の情報･資料を基に調査団が作成

表３－11は、2006年度要請書に添付されていた要請資機材である。調査団の「ブ」国滞在中、

「ブ」保健省は在庫調査結果を基に、2006年度要請資機材一覧表を修正した（表３－12）。表

３－11の網掛け部分は修正該当部分である。 

 

2003 2004 2005 2006 2007

運営費
（上記資機材費の5%）

資機材・その他

59,000

50,000

55,000

44,.600

ワクチン

保冷機材と交換部品

1

2

0

6,940

57,000

40,000

0

4,850

0

4,9805,554

53,000

44,568

0

5,327

3

4

保冷車等の車輌

46,290

35,000

29,800
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表３－11 2006年度要請資機材一覧表（修正前）
№ 資機材名 数量 （単位） 仕 様 用途（使用目的）
ワクチン
１ BCGワクチン 4,000 バイアル 20ドーズ/バイアル 結核予防
２ ポリオワクチン 8,000 バイアル 10ドーズ/バイアル ポリオ根絶
３ 麻疹ワクチン 7,000 バイアル 10ドーズ/バイアル 麻疹予防
４ 破傷風トキソイド 8,000 バイアル 10ドーズ/バイアル 新生児破傷風撲滅
５ ジフテリア・破傷風二種混合ワクチン 3,000 バイアル 10ドーズ/バイアル DT追加免疫
６ 麻疹・風疹二種混合ワクチン 5,000 バイアル 10ドーズ/バイアル 麻疹・風疹予防
保冷流通機材
7-1 バーナー芯 100 本 110KE型用
7-2 バーナーセット 20 セット 110KE型用
7-3 電気加熱器 40 個 110KE型用
7-4 ガラス製ランプ 60 個 110KE型用

7-5 
ランプグラス
インサート 40 個 110KE型用

7-6 

110KE型
冷蔵庫用交換部品
（PIS Code E/87-M）

温度自動調節器 10 個 モデル110KE用

110KE冷蔵庫の
維持管理

8-1 本体 15 台
電気・灯油両用
容量55リットル

8-2 バーナー芯 1,000 本 170KE型用
8-3 バーナーセット 30 セット 170KE型用
8-4 

170KE型冷蔵庫
冷蔵庫用交換部品
（PIS Code E/85-M）

電気加熱器 100 個 170KE型用

予防接種拡大計画
に使用するワクチ
ンの保存と170KE
冷蔵庫の維持管理

９ TCW1151型
アイスライン式
冷蔵庫 10 台 詳細不明

耐用年数を超えた
冷蔵庫の交換

10-1 バーナー芯 1,000 本 240KE型用

10-2 バーナーセット 50 セット 240KE型用

10-3 

240KE型
冷蔵庫用交換部品

電気加熱器 100 個 240KE型用

予防接種拡大計画
に使用している
240KE冷蔵庫の維
持管理

11-1 
始動装置
（捕縄動力） 10 個 MK304型用

11-2 
始動装置
（制御器） 10 個 MK304型用

11-3 温度自動調節器 10 個 MK304型用

11-4 送風原動機 5 個 MK304型用

11-5 

MK304型
冷蔵庫用交換部品
（PIS Code E/82-M）

圧縮器用
始動装置 10 個 MK304型用

予防接種拡大計画
に使用している
304MK冷蔵庫の維
持管理

12 AD注射器 300 箱
容積 
0.05ミリリットル 
100本／箱 

予防接種拡大計画
の安全な実施

13 セーフティ・ボックス 25 箱
容積５リットル 
25個／箱 

使用済み注射器・
注射針の安全な廃
棄
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表３－12 2006年度要請機材一覧表（修正後） 
№ 資機材名 数量 （単位） 仕 様 用途（使用目的） 
ワクチン 

１ ポリオワクチン 5,400 バイアル 10ドーズ/バイアル 
乳児18,000人のポ
リオ予防 

２ DPT三種混合ワクチン 9,000 バイアル 10ドーズ/バイアル 
乳児 18,000 人の
DPTの追加免疫 

保冷流通機材 
3-1 バーナー芯 100 本 110KE型用
3-2 バーナーセット 20 セット 110KE型用
3-3 電気加熱器 40 個 110KE型用
3-4 ガラス製ランプ 25 個 110KE型用

3-5 
ランプグラス 
インサート 20 個 110KE型用

3-6 

110KE型
冷蔵庫用交換部品
（PIS Code E/87-M）

温度自動調節器 10 個 110KE型用

予防接種拡大計画
用のワクチンを保
管している冷蔵庫
の維持管理 

4-1 本体 10 台 

灯油・電気両用 
容積： 
冷凍室36リットル 
冷蔵室55リットル 
吸収式 

4-2 バーナー芯 500 本 170KE型用
4-3 バーナーセット 30 セット 170KE型用
4-4 

170KE型冷蔵庫
冷蔵庫用交換部品
（PIS Code E/85-M） 

電気加熱器 100 個 170KE型用

耐用年数を超えた
冷蔵庫の交換、配
布予定先の保健医
療施設における予
防接種拡大計画用
のワクチンの保管
と当該冷蔵庫の維
持管理 

５ 
TCW1152型アイスライン式冷蔵庫 
（PIS Code E/24-M） 6 台 

容積：169リットル 
圧縮式 

耐用年数を超えた
冷蔵庫の交換、配
布予定先の保健医
療施設における予
防接種拡大計画用
のワクチンの保管 

6-1 バーナー芯 300 本 240KE型用

6-2 バーナーセット 30 セット 240KE型用

6-3 

240KE型
冷蔵庫用交換部品 

電気加熱器 100 個 240KE型用

予防接種拡大計画
用のワクチンを保
管している冷蔵庫
の維持管理 

7-1 
始動装置 
（補助動力） 10 個 MK304型用

7-2 
始動装置 
（制御器） 10 個 MK304型用

7-3 温度自動調節器 10 個 MK304型用

7-4 

MK304型 
冷蔵庫用交換部品 
（PIS Code E/82-M） 

圧縮器用 
始動装置 10 個 MK304型用

予防接種拡大計画
用のワクチンを保
管している冷蔵庫
の維持管理 

８ 電圧安定器 16 個 
銘柄指定「V-Guard」 
１キロボルトアン
ペア 

不安定な電圧によ
る供与予定冷蔵庫
の故障の予防 
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「ブ」国保健省の修正理由と、各資機材の品目・数量の必要性は下記のとおりである。

(1) ワクチン 

１）BCGワクチン： 
在庫（92,000ドース）があるため2006年度の要請はなくなった。 

２）ポリオワクチン： 

2006年度の必要数量は、対象者である乳児18,000人に、投与回数４とワクチン廃棄係

数2.0を掛け144,000ドースとなる。在庫（66,000ドース）があるため不足分の54,000

ドースの要請数量（2006年１月時点）となっている。 

３）麻疹ワクチン： 

在庫（60,000ドーズ）があるため2006年度の要請はなくなった。 

４）破傷風トキソイド： 

在庫（108,900ドース）があるため2006年度の要請はなくなった。 

５）ジフテリア・百日咳・破傷風三種混合ワクチン： 

「ブ」国では、これまでジフテリア・百日咳・破傷風三種混合ワクチン接種後、追加

免疫のための接種としてジフテリア・破傷風の二種混合ワクチンを使用してきたが、

WHO南東アジア地域事務所からの予防接種拡大計画の標準化における勧告を受け入れ、
2006年からジフテリア・百日咳・破傷風三種混合ワクチンを使用することとなった。要

請数量は、対象者数である乳児18,000人に接種回数１ならびに廃棄係数5.0を掛けた

90,000ドースであり適正な要請数量といえる。ただし、2005年度の国勢調査の結果が提

出された場合には、最新の乳児数を用いて要請数量を計算する必要がある。 

６）麻疹・風疹二種混合ワクチン：

2006年度はUNICEF支援による全国一斉予防接種が実施されたため不要である。
※（  ）内のワクチン在庫数量は、2006年３月時点のものである。

(2) 保冷流通機材

１）110KE型冷蔵庫用交換部品：
わが国は、2002～2005年の４年間で、110KE型冷蔵庫（灯油電気両用型）を計24台供

与し、2005年度に交換部品を供与している（表３－７、３－８参照）。本型番の冷蔵庫

の場合、10台につきバーナー芯50本、電気加熱器は２台、ガラス製ランプは20個が交換

部品として適正な数量であるため、単純計算でバーナー芯120本、電気加熱器５個、ガ

ラス製ランプ48個を供与すべきところ、2005年はそれぞれ100本、70個、90個を供与し

た。バーナー芯は、平均６ヵ月（場合によっては３～４ヵ月）に１本の割合で消費され

るため、最大年間使用本数は100本近くになり、バーナー芯の2006年度要請は適正な数

量である。その他、バーナーセット、電気加熱器、ランプグラスインサート、温度自動

調節器については、在庫がないことから供与の必要性はあると思われる。 

２）170KE型冷蔵庫・冷蔵庫用交換部品：
灯油電気両用型の冷蔵庫は、電化の遅れている村落部に位置する基礎保健施設には不

可欠であり、在庫がゼロの状態にある。「ブ」国内には、使用不能であったり、フロン

利用機材のため交換が必要な冷蔵庫は多く供与の必要性はある。本冷蔵庫の要請数量は、



－32－ 

15台から10台に変更されているが、これは「ブ」国保健省の配布予定（表３－９）に基

づいた修正である。バーナー芯に関しては、「ブ」国保健省は在庫を勘案し、要請数量

を1,000本から500本に修正したが、2005年の在庫調査では1,980本となっている。仮に、

110KE型を除く灯油電気両用型冷蔵庫約160台がこの型番の冷蔵庫としても、年間の最
大使用量は640であり供与の必要性は低い。これまでにバーナーセット575セット、電気

加熱器を610個供与しており（必要数は110KE型と同じく10台につき２個）2006年度に
供与する必要性は低いと思われる。

３）TCW1152型アイスライン式冷蔵庫：
当初の要請は TCW1151であったが製造中止になっているため、後継モデルの

TCW1152に変更を行った。保冷流通機材の数量・稼動状況調査の結果では、使用不可に
なったもの、フロンを使用した旧式のもの、耐用年数を超えたものが現在も多数使用さ

れており交換の必要性がある。2005年時点の電気冷蔵庫の在庫数は大小合わせて10台で

あり、わが国に対する要請数を10台から６台に変更した。わが国が供与する同冷蔵庫に

関しては、配布予定先（表３－９）が提出されており供与の必要性は高い。

４）240KE型冷蔵庫・冷蔵庫用交換部品：
この冷蔵庫は旧式のもので、2003年版のUNICEFのeカタログには掲載されていないフ

ロン使用のものである。モントリオール議定書によれば、途上国である「ブ」国の場合、

特定フロンの全廃期限は2010年までとなっており、わが国は2002年～2005年にかけて同

冷蔵庫用の交換部品であるバーナーセットを318セット、電気加熱器200個を供与してき

た。2006年度分で、バーナー芯300本、バーナーセット30セット、電気加熱器100個を要

請してきているが、在庫がそれぞれ2,600本、318個、200個あるため要請の緊急性は低

い。

５）MK304型冷蔵庫用交換部品：
「ブ」国保健省からは、電気冷蔵庫のうち何台がMK304型なのか情報が提出されなか

ったが、表３－８のとおり、わが国は2001年、2004年、2005年に交換部品の供与を行っ

ている。仮に「ブ」国で使用されている電気冷蔵庫がすべてこの型だとしても、本冷蔵

庫10台につき必要な交換部品の必要量は、始動装置（補助動力）、始動装置（制御器）、

温度自動調節器各6個である。わが国はこれまで、始動装置各20個、温度自動調節器10

個を供与しているため、2006年度の供与の必要性は低い。また、本冷蔵庫用交換部品の

うち、圧縮器用始動装置は、同時に要請されている始動装置（補助動力）、始動装置（制

御器）と同じものであり供与の必要のないことが判明した。

６）AD注射器：
2003年から2006年までGAVIから供与されるため、2006年度の要請はなくなった。

７）セーフティ・ボックス：

在庫（17,397個）があるため2006年度の要請はなくなった。

８）電圧安定器：

不安定な電圧供給により供与した保冷流通機材の故障を予防するためのもので、供与

予定の冷蔵庫に見合った数量計16個が要請されている。2005年度案件では、銘柄指定の

電圧安定器（名称「V-Guard（ブイガード）」）35台を現地調達しており、「ブ」国保
健省は2006年度案件でも同銘柄のものを希望している。下記二点の銘柄指定の要件を満
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たしており、2005年度は銘柄指定、特命随意契約が認められた。

・修理・点検等の点で著しく有利な点を有する場合

１年間の無料保証が付随しており、交換部品は「ブ」国内で調達できる数少ない銘

柄となっている。実際、「ブ」国内で購入できる電圧安定器は、製造会社が販売許可

証を取得している「ブイガード」だけである。

・機材受入れ先における当該機材の主たる使用者が、当該機材の取り扱いに習熟してい

るため、他機種への転換を行うことにより使用上著しく困難が予想される場合

「ブ」国内保健医療施設では、同電圧安定器が多用されており、交換部品の入手も

容易である。また、「ブ」国保健省の技術者が修理の経験を有している。

(3) 優先順位 

わが国において政府開発援助額には限界があり、要請に充分に応えられない場合のある

ことを説明した結果、「ブ」国保健省は要請機材について以下の優先順位を与えている。

優先順位の高いものが上位になっている。

１）ワクチン

２）交換部品

３）冷蔵庫・電圧安定器

３－７ 年度要請内容

JICA-UNICEF５ヵ年計画書2003-2007の最終年である、2007年の要請品目と要請数量は表３
－13のとおりである。

表３－13 2007年度要請機材一覧表 
№ 資機材名 数量 （単位） 仕 様 用途（使用目的） 
ワクチン 

１ BCGワクチン 4,500 バイアル 20ドーズ/バイアル 
乳児18,000人の結
核予防 

２ ポリオワクチン 14,400 バイアル 10ドーズ/バイアル 
乳児18,000人のポ
リオ予防 

３ DPT三種混合ワクチン 9,000 バイアル 10ドーズ/バイアル 
乳 児 18,000 人 の
DPT追加免疫 

４ 
破傷風・ジフテリア 
二種混合ワクチン 48,000 バイアル 10ドーズ/バイアル 

2007年度に出生す
る新生児の破傷風
予防 

５ 麻疹・風疹二種混合ワクチン 18,000 バイアル 10ドーズ/バイアル 
乳児18,000人の麻
疹・風疹予防 

保冷流通機材 
6-1 バーナー芯 100 本 110KE型用
6-2 バーナーセット 20 セット 110KE型用
6-3 電気加熱器 40 個 110KE型用
6-4 ガラス製ランプ 30 個 110KE型用

6-5 
ランプグラス 
インサート 25 個 110KE型用

6-6 

110KE型
冷蔵庫用交換部品
（PIS Code E/87-M） 

温度自動調節器 10 個 110KE型用

予防接種拡大計画
用のワクチン保管
している冷蔵庫の
維持管理 
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№ 資機材名 数量 （単位） 仕 様 用途（使用目的） 

7-1 本体 15 台 

灯油・電気両用 
容積： 
冷凍室36リットル 
冷蔵室55リットル 
吸収式 

7-2 バーナー芯 500 本 170KE型用
7-3 バーナーセット 30 セット 170KE型用
7-4 

170KE型冷蔵庫
冷蔵庫用交換部品
（PIS Code E/85-M）

電気加熱器 50 個 170KE型用

耐用年数を超えた
冷蔵庫の交換、配
布予定先の保健医
療施設における予
防接種拡大計画用
のワクチンの保管
と当該冷蔵庫の維
持管理 

８ 
TCW1152型アイスライン式冷蔵庫
（PIS Code E/24-M） 4 台 

容積：169リットル 
圧縮式 

耐用年数を超えた
冷蔵庫の交換、配
布予定先の保健医
療施設における予
防接種拡大計画用
のワクチンの保管 

9-1 バーナー芯 200 本 240KE型用

9-2 バーナーセット 50 セット 240KE型用

9-3 

240KE型
冷蔵庫用交換部品

電気加熱器 50 個 240KE型用

予防接種拡大計画
用のワクチン保管
している冷蔵庫の
維持管理 

10-1 
始動装置 
（補助動力） 10 個 MK304型用

10-2 
始動装置 
（制御器） 10 個 MK304型用

10-3 温度自動調節器 10 個 MK304型用

10-4 

MK304型
冷蔵庫用交換部品
（PIS Code E/82-M）

圧縮器用 
始動装置 10 個 MK304型用

予防接種拡大計画
用のワクチン保管
している冷蔵庫の
維持管理 

11 電圧安定器 19 台 
銘柄指定「V-Guard」 
１キロボルトアン
ペア 

不安定な電圧によ
る供与予定冷蔵庫
の故障の予防 

12 ピックアップトラック 1 台 
銘柄指定 
トヨタハイラック
ス 

予防接種拡大計画
に使用する資機材
の輸送 

その他の資機材 

13 AD注射器（BCG用） 900 箱 
容積 
0.05ミリリットル 
100本／箱 

乳児18,000人の安
全な予防接種拡大
計画の実施 

14 AD注射器（BCG以外のワクチン用） 7,500 箱 
容積0.5ミリリット
ル 
100本／箱 

乳児18,000人の安
全な予防接種拡大
計画の実施 

15 セーフティ・ボックス 336 箱 
容積5リットル 
25個／箱 

乳児18,000人に使
用された注射器・
注射針の安全な廃
棄 

また、各資機材の品目・数量の妥当性は下記のとおりである。

(1) ワクチン 

１）BCGワクチン：
乳児18,000人、１年間に必要なワクチンドース数は、接種対象者に接種回数１とワク

チン廃棄係数5.0を掛け18,000 １ 5.0＝90,000ドースである。 

２）ポリオワクチン： 

乳児18,000人、１年間に必要なワクチンドース数は、接種対象者18,000 ４ 2.0＝

144,000ドースである。 
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３）ジフテリア・百日咳・破傷風三種混合ワクチン：

乳児18,000人、１年間に必要なワクチンドース数は、接種対象者18,000×１×5.0＝

90,000ドースである。 

４）破傷風・ジフテリア二種混合ワクチン：

「ブ」国保健省では、新生児破傷風予防のために破傷風トキソイドを使用してきたが、

2007年からはWHO南東アジア地域事務所から出された予防接種拡大計画の標準化にお
ける勧告を受入れ、破傷風・ジフテリア二種混合ワクチンを導入することにした。「ブ」

国では、1990年以降ジフテリア・百日咳・破傷風三種混合ワクチンの接種率が90％以上

と良好であるため、妊婦の一部（2006年時点で15～16才）に対する本ワクチンの接種回

数は２回で済むが、それ以上の年齢の妊婦の場合、「ブ」国では妊娠期間中の同ワクチ

ンの接種は５回が望ましいとされている（表２－２）。そのため、「ブ」国保健省は接

種回数を5回として要請をあげている。現地調査で、各基礎保健施設の接種記録台帳等
から、妊婦への破傷風トキソイドは５回実施しているのを確認した。要請数量は、年間

分娩件数20,000×５×4.8=480,000である。

５）麻疹・風疹二種混合ワクチン：

「ブ」国保健省は、2007年度からは予防接種拡大計画の一部として、麻疹・風疹二種

混合ワクチンを導入する方針である。接種回数は、９ヵ月と24ヵ月の２回接種を予定し

ており、要請数量は18,000×２×5.0=180,000ドースである。

※ただし、１）～５）までの対象者は「ブ」国保健省の人口推定値を用いているため、「ブ」

国で2005年に実施された国勢調査の結果が出た場合には、その結果を基にワクチン要請

数量を計算する必要がある。

(2) 保冷流通機材

１）110KE型冷蔵庫用交換部品：
2006年度の在庫（使用）数に応じて供与する。 

２）170KE型冷蔵庫・冷蔵庫用交換部品：
2006年度参照 

３）TCW1152型アイスライン式冷蔵庫：
2006年度参照 

４）240KE型冷蔵庫・冷蔵庫用交換部品：
2006年度参照 

５）MK304型冷蔵庫用交換部品：
2006年度参照 

６）電圧安定器：

2007年度に要請されている冷蔵庫の総数は19台であり、必要に見合った要請数量であ

る。

７）車 輌：

わが国は、1995年にトヨタ社のピックアップトラックを４台供与している。ODA/JICA
ステッカーを貼った車輌がなく、現地調査ではわが国が供与したものか特定にいたらな

かったが、2006年１月の調査時点において、「ブ」国保健省の予防接種拡大計画担当部
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署は機材運搬用の車輌を保有しておらず、必要時は他部署の車輌を借用している状況に

ある。2007年度で要請のあがっているピックアップトラックの銘柄指定（トヨタ社）に

ついてであるが、「ブ」国政府が保有している車輌の90～95％以上はトヨタ社製で、近

隣諸国からの交換部品の入手の容易性（タイ・バンコク、インド・ダッカ、ネパール・

カトマンズ）と「ブ」国内修理工場におけるトヨタ車輌取り扱い件数が多いことによる

習熟性から、「ブ」国保健省は同社車輌を要請してきている。

また、「ブ」国で車輌の現地調達が出来ない理由は、

・「ブ」国では銀行保証の取り付けができないこと

・全額前払いが条件であること

の二点である。

(3) その他の資機材

１）AD注射器（BCG用）：
BCGワクチン接種に必要な注射器は18,000本であり、約５年分の要請数量となる。

2006年時点において他ドナーからのAD注射器の供与の見込みは立っておらず、わが国
だけが、予防接種拡大計画に必要な注射器の要請先になっている。また、注射器の滅菌

有効期限は約５年であるため、「ブ」国保健省は在庫として保有する予定である。

２）AD注射器（BCG以外用）：
GAVIから供与されるジフテリア・百日咳・破傷風トキソイドおよびＢ型肝炎四種混

合ワクチンの接種を含めると、2007年度の必要量は約20万本である。要請数量75万本は

必要量の約３年半分であるが、残りは在庫として保有する予定である。 

３）セーフティ・ボックス：

容積５リットルのセーフティ・ボックスに使用済み注射器を約100本収めることがで

きる。要請数量は注射器に見合った数量となっている。

(4) 優先順位

１）ワクチンとその他の資機材

２）車輌

３）冷蔵庫・電圧安定器

４）交換部品

３－８ 妥当性・効率性・有効性・自立発展性

３－８－１ 妥当性

わが国が「ブ」国の予防接種拡大計画に対する協力を開始した1995年時点で、すでに全体

の予防接種率はすでに90％を達成しており、ポリオならびに新生児破傷風の発生も見られな

かった。しかし、その後15年以上に亘り接種率90％を維持し、ポリオと新生児破傷風ゼロ例

を維持するために、予防接種拡大計画の実施に不可欠なワクチンや保冷流通機材の供与は適

切であったと思われる。とりわけ、「安全な注射」に対する2002年度のわが国によるAD注
射器の供与は、「2003年までにAD注射器を使用すべきである」というWHO/UNICEF/UNFPA
の政策に則し、2003年から始まったGAVIからの供与に先駆けて行われ時宜を得たものであ
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った。また、2006年度に実施されているUNICEFの麻疹・風疹撲滅全国一斉予防接種活動に
続き、わが国に対し2007年度には定期予防接種用の麻疹・風疹二種混合ワクチンの要請があ

がっている。2006年１月時点、「ブ」国ではポリオ、新生児破傷風の宣言がされていないま

でも、長期に亘りポリオ、新生児破傷風が発生していない「ブ」国の現状において、次なる

撲滅対象の感染症は麻疹・風疹であり、導入時期としては時宜を得ていると思われる。わが

国は、「ブ」国予防接種拡大計画におけるその時々の問題・課題の解決にあわせて資機材を

供与してきており、今後も「ブ」国保健省からの同様の期待が大きい。

３－８－２ 効率性

予防接種拡大計画に対する供与は、一人あたり比較的安価な金額で、ワクチンで予防可能

な感染症からほぼ一生涯に亘り個人を保護することができる費用対効果の高い協力である。

しかし、「ブ」国においては人口密度が低く、そのため最も小さい10ドース／バイアルを供

与してもワクチン廃棄率は通常の３倍ほどになってしまい、費用対効果が低下しかねない。

本問題の解決は、ワクチン供給側の技術開発を待たざるを得ない。また、これまでわが国は

車輌、資機材を多数供与してきたが、ODA/JICAステッカーが貼られていないことが多く広
報の効果は低いものとなっている。また、WHOによる冷蔵庫の維持管理の研修を受けた技術
要員に加え、わが国は多数の交換部品を供与してきており、冷蔵庫の使用不能台数が全体の

約６％という調査結果から、機材を長期間に亘り効率的に利用していることがうかがえる。

３－８－３ 有効性

30年以上に亘り実施されてきた予防接種拡大計画の有効性は全世界で定着しており、特に

途上国ではその効果は高い。同計画は、ワクチン接種により免疫を獲得した個々人の便益に

とどまらない側面を持っており、新生児破傷風予防のための妊婦への破傷風トキソイド接種

は、破傷風菌感染による母体死亡を予防するだけでなく生まれてくる新生児を保護すること

になる。また、風疹ワクチン接種は、接種した個人が風疹に罹患するのを予防するだけでな

く、妊娠初期の胎児から風疹ウイルス感染による先天異常の危険を取り除く効果がある、と

いったように接種対象者数以上の受益、社会への便益がもたらされる効果がある。

３－８－４ 自立発展性

「ブ」国保健省における予防接種拡大計画の実施能力の高さ、つまり長年にわたる90％以

上の接種率の維持から判断し、その能力は疑いようがない。しかし、持続発展性という観点

では、2006年現在「ブ」国保健省のワクチン自国調達率は０％であり、ドナーからの援助に

強く依存している。「ブ」国保健省は、将来のワクチン自国調達を目指して「保健信託基金」

を1997年に設立し、目標額の24百万USドルまで積み立てられた時点で、自国調達を開始する
計画である。
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第４章 機材調達計画

４－１ 調達方法

2006年度に供与予定となっているワクチン、冷蔵庫ならびに交換部品はUNICEF調達とする。
電圧安定器は、2005年同様銘柄指定が認められた場合には現地調達になる可能性がある。

４－２ 仕様・価格・概算事業費

UNICEF調達を通じて供給される「ブ」国予防接種拡大計画の実施に必要なワクチン、保冷
流通機材およびその他の資機材は、WHOの事前認証に合格した製造会社の製品で、WHOの定
めた諸基準に合格した信頼性のある品質を有するものである。2006年度に供与予定となってい

る機材の仕様（UNICEFeカタログの製品番号または部品番号を参照）と価格は表４－１、概算
事業費は表４－２のとおりである。現地調達の可能性のある電圧安定器の価格は2005年度購入

時の資料を参考にした。

表４－１ 各資機材のカタログ（または製品）番号と単価

№ 機材名 
UNICEFeカタログ 
（もしくは部品）番号 価格（単）US$ 

１ ポリオワクチン 359183 1.48 /バイアル 
２ DPT三種混合ワクチン 359123 1.50 /バイアル 
3-1 バーナー芯（110KE） 62745-00/5 12.48 /本 
3-2 バーナーセット（110KE） 150012-00/3 175.33 /個 
3-3 電気加熱器（110KE） 173738-29/5 17.19 /個 
3-4 ガラス製ランプ（110KE） 66704-02/4 21.71 /個 
3-5 ランプグラスインサート（110KE） 2930250-00/2 10.35 /個 
3-6 温度自動調節器（110KE） 2930758-02/0 14.32 /個 
4-1 170KE型冷蔵庫 S0002077 1,482.51 /台 
4-2 バーナー芯（170KE） S0002055 3.34 /本 
4-3 バーナーセット（170KE） S0002040 30.84 /個 
4-4 電気加熱器（170KE） 173742-30/5 17.19 /個 
５ TCW1152型アイスライン式冷蔵庫 U439100 1,733.00 /台 
6-1 バーナー芯（240KE） S0002056 2.61 /本 
6-2 バーナーセット（240KE） S0002041 29.35 /個 

6-3 電気加熱機（240KE） 1121610（1993PIS）
173765-02/5 20.63 /個 

7-1 蓄電器用始動装置（MK304） 6520004 17.23 /個 
7-2 交換器用始動装置（MK304） 02.7038049 10.84 /個 
7-3 温度自動調節器（MK304） 02.6520154 20.22 /個 
7-4 圧縮機用始動装置（MK304） ― ― /個 
８ 電圧安定器 ― 56.38 /個 

※7-4の交換部品は、7-1、7-2と同じものであるため概算から除外した。 
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表４－２ 概算事業費

費 目 金額（通貨単位） 備 考
機材費 US$62,475.93
輸送・保険料 US$10,165.57
手数料等 US$ 4,925.91 ８％
合計 US$77,567.41

概算事業費（千円） 9,084 
１US$=117.10円
（３月為替レート）
（千円未満切り上げ）
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第５章 結論と提言

５－１ 結 論

JICA-UNICEF５ヵ年計画書2003-2007の、残り２年間分の継続供与については、以下の理由
により実施の必要性は高く、妥当であると判断できる。

(1) わが国が供与する予防接種拡大計画のための資機材は、「2007年までに子どもの完全接

種率を90％以上にする」という「ブ」国保健省の５ヵ年計画書目標、「2006年までに、予

防接種率を85％以上で維持する、ポリオを根絶する、新生児破傷風を撲滅する」という

UNICEFブータン事務所の５ヵ年計画書の目標達成に資するものである。

(2) 「ブ」国保健省の予防接種拡大計画の実施能力は、1990年から15年以上にわたり90％以

上の接種率を維持していることから高いと判断できる。わが国が供与する資機材は、上記

「ブ」国保健省、UNICEFブータン事務所の各目標の達成にむけて有効に使用されるもの
と思われる。

(3) 予防接種拡大計画は、「ブ」国のようなワクチン廃棄率が高い国であってもなお費用対

効果の高い計画であり、裨益効果はワクチン接種を受けた個人のみならず、破傷風トキソ

イドや風疹ワクチンの免疫効果はこれから生まれてくる新生児にも及ぶ。また、これまで

麻疹・風疹は「ブ」国内で突発的な流行を起こしてきたが、麻疹・風疹二種混合ワクチン

の導入により広く「ブ」国の公衆衛生に寄与することが期待される。 

 

(4) わが国の医療特別機材供与による感染症対策の目的は、「援助国の予防接種体制自立ま

での移行期間の支援」であり、「ブ」国保健省も同計画における自立と持続可能性を目指

している。しかし2006年時点におけるワクチンの自国調達率は０％であり、資金的な自立

は困難で、少なくとも「保健信託基金」の実際の運用開始までは支援が必要な状況である。

５－２ 案件実施上の留意点・改善点

1995年以来「ブ」国政府、UNICEFならびに日本政府の三者は、「ブ」国予防接種拡大計画
の自立に向けて協力して取り組んできたが、「ブ」国保健省による同計画の自立、持続可能な

展開に向けてさらなる改善が必要である。特にこれまで大きな問題は発生していないが、調査

を通じて関係者間（WHOブータン事務所を含む）の意思疎通が十分に行われていないように感
じられた。予防接種拡大計画のワクチン変更においては、定期的に開催される援助機関間調整

委員会を有効に利用し、関係者間のさらなる意思疎通が必要である。また、2006年以降、引渡

し式や広報活動を積極的に実施していくとともに、供与した資機材にODA/JICAステッカーを
貼り忘れないことも重要である。

さらに、GAVIは、当初2007年までジフテリア・百日咳・破傷風ならびにB型肝炎四種混合ワ
クチンを供与する予定にしていた。しかし、「ブ」国保健省の保健信託基金の進捗状況が良好

とはいえないため、最長2010年までの供与は可能としているが確定はしていない。他方、GAVI
は、供与期限を「ブ」国保健省に事前に通知しており、これまで供与してきたAD注射器は2006
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年で終了するため、2007年度以降の使用分はわが国に要請を挙げてきている。UNICEFブータ
ン事務所はわが国の供与撤退を懸念しており、撤退をする場合には「段階的」に実施すること

を希望している。「ブ」国では、デンマーク、ドイツによる保健分野からの援助の縮小、撤退

がすでに始まっており、2006年時点において「ブ」国予防接種拡大計画を支援するドナーはわ

が国以外にはない状況である。この流れでいくとGAVIの支援終了後はわが国に全面的な支援
が期待される可能性があるところ、国際機関、他のドナーと協調して、予防接種拡大計画の効

率化および保健信託基金の運用実現化という「ブ」国保健省の目標達成を引き続き支援する必

要がある。

 



 

付 属 資 料
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３．関係者（面談者）リスト
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５．要請機材リスト（英文）

６．医療特別機材供与事業の概要

７．主要保健指標
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－54－

Date
日付

Organisation/Division/
機関名/部・課

Name
氏名

Title
役職

1/16 JICA Bhutan Office 
JICAブータン事務所

Mr. Mitsukuni SUGIMOTO 
杉本 充邦

Resident Representative 
事務所長

JICA Bhutan Office 
JICAブータン事務所

Ms. Megumi SHUTO 
首藤 めぐみ

Project Formulation Advisor 
企画調査員

Ministry of Health 
Dept. of Public Health 
保健省/公衆衛生部

Dr. Gado TSHERING Director of Public health 
公衆衛生局長

Ministry of Health, Dept. of 
Public Health, Division of 
Communicable Disease/ 
CDD/ARI/VPDP
保健省/公衆衛生部/感染症課/下痢
性感染症/急性呼吸器感染症、ワク
チンで予防可能な疾患計画

Mr. Tsewang TAMANG EPI Officer 
予防接種拡大計画技官

WHO Bhutan Office 
世界保健機関ブータン事務所 Dr. Kunzang JIGMI National Medical Officer 

医官

1/17 UNICEF Bhutan Office 
国連児童基金ブータン事務所 Dr. Anoja WIJEYESEKERA Representative

駐ブータン代表
UNICEF Bhutan Office 
Health and Nutrition 
国連児童基金ブータン事務所
保健/栄養部

Dr. Keiichi HAYASHI Assistant Program Officer 
計画補佐

Ministry of Health, Health Trust 
Fund
保健省/保健信託基金

Dr. Leki DORJI Project Director 
企画局長

Ministry of Health, Dept. of 
Medical Service, DVED 
保健省/医療サービス部
医薬品、ワクチン、機材課

Dr. Richen DORJI Joint Director 
副局長

Ministry of Health, Dept. of 
Medical Service, DVED 
保健省/医療サービス部
医薬品、ワクチン、機材課

Mr. Sonam CHOPEL Procurement Officer 
調達技官

Ministry of Health, Dept. of 
Medical Service, DVED 
保健省/医療サービス部
医薬品、ワクチン、機材課

Mr. D.B.GIRI 
EPI Technician, Thimphu 
予防接種拡大計画
中央倉庫技術者

Ministry of Health, Dept. of 
Medical Service, DVED 
保健省/医療サービス部
医薬品、ワクチン、機材課

Mr. Dorji DUKPA 
EPI Technician, Thimphu 
予防接種拡大計画
中央倉庫技術者

1/18 

Thimphu District 
Gayneka BHU 
ティンプー県
ゲネカ基礎保健施設

Mr. Jigmi DUKPA Health Assistant 
保健助手

Thimphu District 
Gayneka BHU 
ティンプー県
ゲネカ基礎保健施設

Mr. Norbu DUKPA Basic Health Worker 
基礎保健活動員

1/19 
Tsirang District 
Damphu Hospital 
チラン県ダンフ病院

Mr. Ugay DUKPA Assistant Clinical Officer 
臨床技官補佐
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Tsirang District 
Damphu Hospital 
チラン県ダンフ病院

Mr. Kado WANGDI Health Assistant 
保健助手

1/20 

Tsirang District 
Mendebgang BHU 
チラン県
メンダガン基礎保健施設

Mr. Sangay LHUNDUP Health Assistant 
保健助手

Sarpang District 
Gaylegphug  
Regional Cold Store 
サルパン県ゲレフ地域倉庫

Mr. Bhim Bahadur THADA Cold Store In-charge 
冷蔵倉庫管理者

Sarpang District 
Gaylegphug  
Regional Cold Store 
サルパン県ゲレフ地域倉庫

Mr. Tshering WANGCHUK 

Vector Disease Control Program 
Officer 
媒介生物疾患予防対策
計画技官

Sarpang District 
Gaylegphug  
Regional Cold Store 
サルパン県ゲレフ地域倉庫

Mr. LIGYEN 
EPI Technician 
予防接種拡大計画
ゲレフ倉庫技術者
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